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第1章 序論 

 

1.1 研究の技術的な背景 

 

 電波は、マクスウェル（James Clerk Maxwell、英、1831～1879年）がその存在が予言し、

ヘルツ（Heinrich Rudolf Hertz、独、1857～1894年）が発見した。さらに、マルコーニ

（Guglielmo Marconi、伊、1874～1937年）が無線通信への利用に対する道を切り開いた。

以降、現代社会においては大いにその恩恵を受け、高度情報化社会の基幹をなす最も重要

な技術として、今日においても応用発展を続けている。 

 電波は、時間的に強度が変化する「電場（電界）」あるいは「磁場（磁界）」が空間に放

出される時に広域に伝搬可能な波動として放射される。この時間変動する電場や磁場は、

主に線状あるいは環状の導体を流れる電流により周囲空間に作り出される。効率的に電場

や磁場を作り出すために発明されたものがアンテナである。このアンテナは、「電波を発

信する」のみではなく、電波が導体周囲の空間に到来した時、当該導体内の電流が誘導さ

れることで「電波を受信する」ことができる。従って、電波の送受信は、「送信アンテナ」

と「受信アンテナ」が対として構成されることで成立する。この電波に何らかの方法で信

号を畳み込む（「変調」と呼ぶ）ことで電波による通信や放送が成立する。 

 しかし、無線通信のように情報等の受け渡しのみだけではなく、上記のメカニズムによ

り、意図せずに電波を放射する、或いは受信する（してしまう）場合が存在する。この時、

導体により受信し、導体内の電流となった信号が、電流や電圧により制御されたシステム

の本来の機能を阻害した場合に、「電磁（波）ノイズによる障害」として顕在化する。 

 真空管等を用いた頃のエレクトロニクス技術では、比較的高い電圧や大きな電流を用い

てシステムとしての機能を発揮（制御）させていた。しかし、複雑で高速な制御に対する

技術的な要求（社会ニーズ）の高まりに比例して、より微弱な信号による制御が必要とな

り、半導体を利用した集積回路が用いられるようになってきた。ここにおいて、本来の制

御信号と外来のノイズとの強度差や、デジタル信号（「0」と｢1」）の切り替えスイッチン

グ時間と外来ノイズの周波数が近似すること等により、先の障害への対応がシステム開発、

実用化において必須の技術となった。なお、微弱電流の利用の必要性は、導体（配線）の

抵抗による発熱への対策技術としての見地からも重要であった。この外来の電磁ノイズに
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よる影響（誤動作、破損等）をEMC（Electromagnetic Compatibility：電磁環境両立性）問

題と呼ぶ。 

 EMC問題は、基本的に電気、電子機器の技術的な問題として取り扱うことが多いが、多く

の場合、それらのシステムは建築物や都市環境において複合的に設置､運用するため、これ

らの「建築的な空間」における対策を必要となる場合がある。 

 建築業界としてこれらの問題を認識し、具体的、系統的かつ専門技術的に対応し始めた

のは約20～30年前頃からである。1982年に新聞社会面に掲載された記事として、「NC旋盤

（自動化工作機械）の誤動作による作業員の事故死」1)がある。これらの事実をメディア等

が広く公表することにより、不特定多数が初めて「デジタル化されたシステムの演算装置

等に、不要な到来電波に起因する異常信号が混入し、結果としてその制御系の先にある各

種システムの誤動作、不具合や破損につながる」という（一般人にとって）新しい環境問

題を認識した。 

 これを契機として、電子、通信、制御機器等のEMI/EMS（Electromagnetic Interference：

電磁妨害輻射規制、Electromagnetic Susceptibility：電磁妨害耐量）問題への対応が急

ピッチで進展した。基本的な技術としては、これらの各種システムから外部への不要な電

磁ノイズの放出の抑制を目的とした対策、およびシステム自身の耐電磁ノイズ性能の強化

（イミュニティ技術）である。しかし、多くの場合、これらのシステムが単独で存在して

他者に全く影響を及ぼさないことは非常に稀であり、多くの場合は他のシステムと電気的

（電源、通信）に繋がっている。従って、上記の問題の現実的な解決にはシステムが稼動

する状態での現状認識、そして問題点の把握に基づく適切な対策が必要となった。ここで、

これらの電磁ノイズや各種の電気的な信号等を観測し、対策の効果を検証するために、「電

磁シールド室（技術的な定義は後述する）」や「電波暗室（電波半無響室、電波完全無響

室）」と呼ぶ、実験や研究開発用の特殊な電磁的制御空間の建設が必要となった。建築業

界としての電磁環境技術との接点、および参入はここから始まる。多くの場合、当時の総

合建設業者（ゼネコン）のスタンスは特殊空間を構築するための建屋を建設することであ

り、電磁シールドや電波吸収技術を自社で保有し、適用するということではなかった。し

かしながら、デジタル技術の広範な普及によって、電波暗室のような特殊空間ではなく、

一般的な施設に電磁シールドや電波吸収技術を適用するニーズが高まっていった。これに

よりゼネコンが自社技術として、そして建築物の建設という行為の一環としての電磁シー

ルド、電波吸収技術を獲得することが課題となった。その具体的な特徴は、一般的な材料
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や構法を用いて、いかに電磁シールドや電波吸収技術として合理的に、かつ経済的に計画

し、構築するかであり、これは「特殊な構法の開発」ではなく「新しい要素を取り入れた

環境対応技術の一般化」ということである。つまり、電磁シールド技術に関しては、この

「一般的な材料や構法」の電磁シールド化、およびその性能の把握が、重要な要素技術と

して位置付けられた。そこで、本研究は、経済的な一般構法（後述の「スリット状接続構

造」）で構築される電磁シールド室の性能予測方法の開発を課題とした。 

 

1.2 電磁シールドの基本事項 

  

 以降の理解を深めるため、本節では電磁シールドの基本事項と本研究の対象について述

べる。電磁シールドは、一般に、板状、箔状の導電性材料、或いは網目状の導体を用いて

空間を隔離または囲うことで、当該材料により隔てられた両側の空間における電波の伝搬

が阻止（低減）されることで成される。これは、電子機器では筐体に施されるが、建築的

には室や建物そのものに施され、特にそれを「電磁シールド室（建物）」と呼ぶ。 

電磁シールドの性能は、一般にシールド効果SE（Shielding Effectiveness、以降「シー

ルド性能」と呼称）と呼ばれる数値を用いて表される。シールド材の性能評価も同様であ

る。シールド性能は、基本的には電波がシールドを突き抜ける際の減衰量で定義される。 

 

 
図1-1 シールド効果2) 

 

 図1-1に示すように、シールド材を設置していない状態での空間の一点の電界強度Eoまた

は磁界強度Hoを基準とし、同材料を設置したときの同じ点での電界強度ES、磁界強度HSの値

波源

透過電磁界

シールドなしの
受信電磁界

～
観測点

OE OH,

SE SH,

シ
｜
ル
ド
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をもってシールド効果を把握する、即ち挿入損失量として式1-1、あるいは式1-2のように

定義される。電界の比をとるか、磁界の比をとるかは、波源の種類等を考慮して適切な方

を選ぶ。 

Es
EoSE 10log20  [dB]                                      (1-1) 

Hs
HoSE 10log20  [dB]                                      (1-2) 

 電磁界のシールド性能は、遮へい材に照射される電磁界が近傍界か遠方界かによって異

なる。近傍界と遠方界の境目は、概略、波源からの距離がλ/2π（λ：波長）となる位置で

ある。また、近傍界においても波源が微小ダイポールであるか微小ループ電流であるかに

よって、シールド性能は異なる。波源がダイポールである場合、近傍界は電界が支配的と

なり、そのときのシールド性能を「電界シールド性能」と呼ぶ。波源がループである場合、

近傍界は磁界が支配的となり、そのときのシールド性能を「磁界シールド性能」と呼ぶ。

また、遠方界のシールド性能を単に「シールド性能」または「平面波シールド性能」と呼

ぶ。なお、遠方界では、電界と磁界は一定の比（インピーダンス）となるので、式1-1と式

1-2は同一の値を示す。 

本研究では、対象を「導電性材料の重ね合わせ接続（スリット状接続）」で構成される

電磁シールド室や建物のシールド性能としている。これらの構造が適用される可能性が高

い施設に求められる電磁シールド性能は、数十MHz以上の周波数域とされる場合が多い。上

記の式「λ/2π」に当てはめた場合、30MHzで波源より約1.6m以上の位置で遠方界となる。

一般的な対象構造物（数m～数十m角程度）の寸法と周波数領域（波長）の関係から、本研

究では「平面波シールド性能」に着目する。 

 導電性材料である銅（導電率5.8×107S/m、50μm厚）の電磁シールド性能の例2）を図1-2

に示す。同図では、近接界の電界シールド性能がSEE、および磁界シールド性能がSEH、平面

波シールド性能がSEPで示されている。近接界における、波源から遮へい材までの距離は

40mmである。図に示すように、これら3つのシールド性能は異なった値を示すことが分かる。

本研究で対象となるのは図中の「SEP：平面波シールド」である。本例では、平面波におけ

る最低シールド性能が約115dBとなっている。なお、鉄（導電率1.0×107S/m、比透磁率1000、

0.3mm厚）およびアルミ（導電率3.5×107S/m、80μm厚）の最低シールド性能は約115dB、約

114dBである。このように導電性材料（シールド材料）は自身として非常に高い性能を有し
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ている。 

 

 

図1-2 銅の電磁シールド性能予測例2) 

 

1.3 研究の目的 

  

 電磁シールド室に求められる電磁的な性能は、概念として「電波を室内に入れない（受

動的シールド）」あるいは「電波を室外へ出さない（能動的シールド）」ことであり、電波

暗室はこれに「室内で電波を反射させない（電波吸収）」という性能が付加される。 

 一般に、研究開発用のこれらの特殊な空間には電波に対して極めて高い遮へい性能が要

求されるため、1～数mm程度の厚さの鉄板（腐蝕防止のため表面を亜鉛メッキしたものを一

般的に用いる）を全溶接工法で組み合わせた仕様、或いは工場生産による鉄板製パネルを

特殊な専用目地金物で連結する構法が主流であった。この構法の場合、溶接部や連結部を

含めて、室を構成する壁、天井、床の各部位からの電波の漏洩は要求性能に対して殆ど問

題とはならず、出入口の仕様や電源､通信等の設備系への対策が、技術的に注意を要する部

位としての具体的な検討項目となっていた（性能上の弱点になる窓は設置されない）。 

 これらに引き続いて、一般の生活や業務の環境においても一部の施設においてEMC問題へ

の対策が求められるようになってきた。その主な社会的要因として下記のことが挙げられ

る。 

（1）CPU搭載の機器の普及とそのEMI/EMSへの対策 
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（2）電磁気的、電気的な不要ノイズを放出するシステムの実用化、普及（インバータ、サ

イリスタバルブ、電気メス等） 

（3）正常な動作に対して電磁気的、電気的なノイズの混入を嫌う機器の普及 

（4）通信システムの無線化の進展、および同一施設における複数の無線システムの混在（チ

ャンネル割当ての制限、同一周波数帯域における異なる通信の存在） 

（5）各種情報の電子化の進展とその情報の漏洩防止 

（6）盗聴問題の顕在化（不法機器の容易な入手） 

（7）電磁的なテロ行為（電磁パルス等）の危険性の増加 

 上記のような問題点に対して、具体的な対策を要する主たる施設の例を以下に示す。な

お、各施設例に示した項目番号は上記の各要因と対応させているため、一部の施設名称が

重複して記載されている。 

（1）オフィス、データセンター 

（2）電力周波数変換装置建屋、データセンター、手術室（電気メスの利用） 

（3）医療施設の各種検査室/MRI室・脳波室・筋電計室、劇場/ホール/スタジオ 

（4）医療施設/電子カルテ・テレメーター、オフィス、劇場/ホール、住宅(潜在的な問題) 

（5）医療施設/電子カルテ・テレメーター、オフィス、データセンター、官公庁関連施設

（防衛、外交等） 

（6）オフィス、会議室、役員室、データセンター、官公庁関連施設（防衛、外交等）、教

育施設 

（7）データセンター、官公庁関連施設(防衛、外交等) 

 これらの施設の所要性能の概要を図1-3に示す。当該施設では、先述のような研究施設に

対する高い遮へい性能を有する必要性は小さい。従って、所要性能を満足するのに十分な

コストや施工性が重要視される。 
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図1-3 代表的な電磁シールド施設の種類と所要性能、周波数帯域の概要 

 

 電子機器の筐体においては、寸法的な要因や、均質な工業生産を前提としていることか

ら、技術的には比較的容易に所要性能を維持できる。しかし、建築空間では、現場での一

品生産に起因する施工上の種々のばらつき、そして、建築空間を構成する多くの要素（壁、

天井、床、建具、電気・空調・衛生設備等）や空間的な大きさに起因する多くの材料継ぎ目

（接続部）の存在が、施工性、施工精度と性能確保（維持）の技術的問題を複雑にしてい

る。従って、建築環境要素としての「電磁シールド技術」の特徴はここにある。 

 次に、これらの電磁シールド室の具体的な構成要素の概念図を図1-4に示す。電磁シール

ド室は一般的に「装置の設置・運用」や「人の在室、入退出」を基本とするため、装置や人

間に対する安全性、快適性の確保が必須条件となる。従って、建築的な対応のみならず、

電気（電源・通信・制御等）・空調・衛生等の各種設備に対する対応が必要となり、結果と
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して電磁シールド室は全体に非常に複雑な要素から構成されることになる。さらに、一部

のユニット化電磁シールドボックスを除いてこれらの建築物は工場による（均質な）量産

品ではなく、（品質のばらつきが存在する）現地での一品生産が殆どであるため、その品

質確保には入念な計画と多大な管理を必要とする。従って、これらの品質を満足させるた

めには、一定の基準に則した材料や構工法の設定、適切な性能設計、施工管理、性能測定

等の各種検査の実施による品質の確保が重要となる。 

 

 

図1-4 電磁シールド室構成の概念（オフィスをモデルとして） 

 

 より具体的に電磁シールド室の概要を説明するために、まず、電磁シールド室に使用さ

れる材料と構法の代表例を表1-1に示す。なお、同表には建築的な各部位への適用技術と電

気設備系統への対応技術を併せて記載した。同表に示す低～中～高の各性能レベルの設定

は一般論であり、確立された規準等に準拠するものではない。 
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  表1-1 電磁シールド室に用いられる主な材料、構法、性能の概要 

 

 

 同表に示すように建築物に利用される電磁シールド材料は「鉄板等の導電性板状材料」

「金属製の箔材」「金属製のシート・布材」「金属金網材」「パネル材」等に分類され、素

材として特に多くの種類の材料が用いられる訳ではない。従って、電磁シールド室として

の基本的な性能値を決定する要因は、各材料自体の性能と、その接合方法であることが理

解できるものと思われる。材料自体の性能は1.2節で述べたように非常に高いため、多くの

場合、接合部の性能が電磁シールド室の性能を支配している。 

 基本的に、高性能電磁シールド室における材料の接続部は「線」あるいは「面」的に接

合されるのが一般的である。具体的な方法としては「半田」「溶接」「特殊金物による機械

的な連結」等がある。これに対して、低～中性能の電磁シールド室の場合は「点」あるい

は「線」的に接合される場合が多く、施工の容易性や簡便性（コストを重視したうえでの

施工精度の確保）から「ビス・釘・ステープル止め」「導電性テープ（シールドテープ）接

続」が適用されることが多い。ここで、導電性テープによる接続は最も簡便な方法の一つ

ではあるが、テープ粘着層の導電性が低いこと、そして粘着層の劣化による剥離が懸念さ

れるので、長期的な品質確保の観点から積極的に適用される方法ではなく、補助的に用い

られる場合が多い。従って、多くの場合、長期間の性能維持を重視した「点的な固定」に

よる接続方法が適用される。 

主な材料、仕様

電磁シー
ルド性能

壁、天井、床 窓 扉
設備(シールド貫
通部)

材料、部位取り合
い部の処理

20～40dB
銅箔、アルミ箔
銅網、ステンレス
網

シールドガラス、
シールドフィルム

スチール扉の転用
簡易な処理(金属
管内配線等)

半田、シールド
テープ
ステープル、ビ
ス、ボルト(ス
リット状接続)

40～80dB
亜鉛メッキ鉄板
シールドパネル

高性能シールドガ
ラス、高性能シー
ルドフィルム

専用シールド扉
シールドフィルタ
シールドハニカム
(空調口)

ビス、ボルト(ス
リット状接続)
パネル専用目地金
物

80dB～ 亜鉛メッキ鉄板 設置せず 専用シールド扉
シールドフィルタ
シールドハニカム
(空調口)

溶接
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 これらのことから、電磁シールド室は建築構造的には「電磁シールド材料」「電磁シー

ルド化された建具」「電磁シールド化された各種設備」と、これらを繋ぎ合わせる「接続

構造」から成り立つことがわかる。 

 しかしながら、これまでの多くの技術開発は、個々の材料や建具等の単体での製品開発

や性能把握が殆どであり、これらを繋ぐ技術については材料等に付随する技術として経験

による知見や最低限の性能検証が行われたのみである。 

 ここまで示したように、電磁シールド室は一般に板状あるいは膜状電磁シールド材料や

建具等により対象空間全体を覆うことで建築的に構成されており、そこには必ず「シール

ド材料の接続」が存在する。計測用、研究用施設等の高性能な電磁シールド空間の場合は、

当該部位に対して半田や溶接による連続的な接続処理を行うのが一般的であるが、EMC対策

用、各種無線通信環境の制御等を目的とする低～中性能の空間では、建設コストや工期を

節約するため、より簡易ではあるが信頼性の高い構法を用いる。多くの場合、隣接する電

磁シールド材料を一定の巾で重ね代をとり、ネジ、釘、ステープル等の導電材により留め

付ける方法（本研究では「スリット状接続」と呼称する）がとられ、そこが電磁シールド

室の性能を維持するうえでの弱点となりやすいが、これらを系統的に研究した事例は存在

しない。 

 本研究はこの点に着目し、「スリット状接続」を対象とした性能把握と性能設計方法の

検討、およびこれらの施工方法を用いた電磁シールド室の性能予測技術、そして性能向上

を目指した施工技術の検討を対象としたものである。 

 次に、スリット状接続の概要を図1-5に示す。同図はスリット状接続の仕様を示したもの

であるが、これらのうち「重ね合せ接続（一般名称ではない）」「重ね貼り接続（同左）」

がその簡便性から最も多く適用される。「つば付き接続（同左）」も必要に応じて用いら

れることがあるが、事前加工を必要とする折り曲げ部が壁等の厚さへ影響するため前者に

比してその適用頻度は小さい。本研究では、図1-5に示すこれらの「スリット状接続」構造

を研究対象とした。 
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図1-5 電磁シールド室に用いられるスリット状接続構造の代表的事例 

 

 これまで示した事項に対して、現状では、その代表的な仕様、設計・施工上の注意点、

および一部の特定条件での性能値が例示されるのみで3）～9）、「スリット状接続」に対する

電磁シールド性能設計の実際は、前記の文献等や担当者の個人的な経験に基づいて行われ

ており、「スリット状接続の仕様」と「当該部位の電磁シールド性能値」に関する系統的

な情報の把握や、これらの構造により構成された電磁シールド室を対象とした性能設計方

法に関する適切な提案は殆どない。 

 また、現在の電磁シールド室の性能設計や仕様の設定は上記の「材料」と「構法」に対

して各部位の仕様を計画し、施工しており、その検証を目的とした（竣工検査等の）性能

測定も「電磁シールド空間」としての性能確認ではなく、各部位別の評価に留まっている。 

 これらのことから、電磁シールド室の適切な性能予測、設計技術に関する研究開発は技

術的、及び経済性の確保のために急務であり、重要な課題であると考える。 

 本研究では「１．研究の背景」に示した現状と問題点の抽出から、電磁シールド材料間

のスリット状接続を対象とした下記の各項目を主な検討課題とした。 

（1）スリット状接続の電磁シールド性能に対する構成要素の影響度の把握と、性能予測方

法の提案 
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（2）スリット状接続により構成された電磁シールド室内空間および周辺外部空間の性能予

測シミュレーション技術の提案 

（3）スリット状接続の電磁シールド性能向上を目的とした簡易的な改良技術の提案 

 上記の課題に対して、具体的な検討の進め方として概略下記の検討手順を設定した。 

ステップ-1）スリット状接続の電磁シールド性能を決定する要因を明らかにし、性能値を

定量的に把握する。 

ステップ-2）上記の結果を元に、スリット状接続の電磁シールド性能設計手法を提案する。 

ステップ-3）スリット状接続により構成された電磁シールド室空間の性能予測方法の提案

を行う。 

ステップ-4）スリット状接続の電磁シールド性能向上化を目的とした簡易な改良施工技術

を提案する。 

 

1.4 論文の構成 

 

 本論文は以下の5章で構成されている。図1-6を参照されたい。 

 第１章「序論」では、研究の背景、研究目的、本論文の構成について示した。 

 研究の背景では、電磁シールド性能の基本概要を紹介し、建築物やその周辺での電波利

用環境の実態と、それに基づく電磁シールド室の目的と必要性、用途、所要性能と対象と

なる周波数領域、電磁シールド室の建築的、設備的な構成要素、使用される材料とその構

法について解説し、電磁シールド室の性能設計技術における現状とその問題点を明らかに

した。これらの結果から、本研究における検討課題を抽出し、その具体的な検討目標を明

らかにした。 

 第２章「スリット状接続構造電磁シールド性能の定式化」では、先ずスリット状接続を

単純化したスリット開口モデルを対象として当該構造各要素の変更に伴う電磁シールド性

能の推移の把握から、基本的な電磁シールド性能の基準化の手順、条件について明らかに

した。続いて代表的かつ現実的な（実際に施工され得る）構造モデルを数種類設定し、こ

れらの構造の各構成要素の電磁シールド性能への寄与度を定性、定量的に把握して定式化

を行った。 

 第３章「スリット状接続により構成された電磁シールド室の遮へい性能予測技術」では、

第２章で求めた性能定式化の結果を基本として、当該構造で構成される電磁シールド室を
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対象とした室空間、および周辺外部空間の電磁環境予測技術を開発した。更に、スリット

状接続を有する簡単な電磁シールド構造を実験室にて製作し、その実測値と前述のシミュ

レーション予測値の比較により、開発システムの妥当性について示した。性能の定式化に

続く当該予測技術は、建築構造物に必要とされる「空間の持つ環境性能」を設計段階で把

握するために必要であると判断し開発した。 

 第４章「スリット状接続構造の電磁シールド性能向上化技術の開発」では、当該構造の

電磁シールド性能を向上させると思われる各種の接続部構造仕様を考案し、単純モデルを

用いた測定によりその基本的な効果を検証した。その結果、最も効果が期待できる構造仕

様に着目し、その構造の詳細仕様の変更に対する性能の推移に関する測定を行うことで、

現実的でかつ最も効果量が期待される構成条件を明らかにした。併せて、実際の現場での

施工手順を想定した構造モデルを検討した。 

 第５章「結論」では、本論文により明らかになった成果について述べ、本研究の目的を

達成したことを示した。さらに今後の課題、および展望について示した。 
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図1-6 論文の構成 
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図1-6 論文の構成（つづき） 
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第２章 スリット状接続構造電磁シールド性能の 

    定式化 

 

2.1 検討の概要 

 

建築物の電磁シールドルームに適用されるスリット状接続構造の電磁シールド性能

を定性・定量的に把握することを目的とする場合、数値解析による手法では、室空間

のスケールに対して当該構造は非常に微細になってしまい、そのモデル化には大量の

計算資源を必要とすることが想定される。加えて、構造による性能の変化を実験によ

り把握する方がより実務的であると考えられることから、当検討では当該構造の実物

モデルによる実験室実験を主体的に行い、必要に応じて数値解析による検証を実施す

ることとした。 

 スリット状接続構造電磁シールド性能の定式化を進めるにあたり、その基礎検討と

して、スリット状接続構造の構成要素の性能値への影響度を把握するため、当該構造

の単純化を行った。具体的には、まず薄膜状の電磁シールド材に「スリット状開口構

造（開口幅数mm、全長数cm～数m程度の長方形開口）」を設け、「ネジ、釘、ステープ

ル等の導電材を等間隔に施工する」ことを想定して、同開口の長手方向を指定間隔で

短冊状の導電材で短絡し、その時の当該構造の各部位から漏洩した電波強度の系統的

な把握を行った。建築構造の多様性から、そこに設けられるスリット状接続構造の寸

法等は多岐に渡る。従って、当スリット状開口においては、その全長、導電材による

短絡の間隔を基本的な可変条件とした。併せて、開口幅も可変とした。引き続き、当

「スリット状開口構造モデル」の数値解析を行い、本実験的検討の有効性を確認した。 

 次に、上記で得られた知見を基本として、スリット状接続構造の性能に影響すると

思われる当該構造構成要素を基準とする各種パラメータとして「全長」「個々のスリ

ット長」「スリット状接続構造を構成する両材料間の導通状態」「個々のスリットに

おける開口（隙間）の状態」を設定し、それぞれの電磁シールド性能への影響度を把

握した。この結果を用いてスリット状接続構造の電磁シールド性能推定式を導出した。 

 以上は、電波強度に対する検討である。ここで、「スリット状接続部により構成さ

れた電磁シールド室の空間的な遮へい性能の予測」を実施しようとすると、電磁シー
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ルド室内の電磁界分布の把握が必要となり、それにはスリット状接続構造の透過によ

る位相の変化の把握が必須となる。そこで、最後にスリット状接続構造に電波が入射

し透過するときの位相変化について実験的に検討した。 

 

2.2 スリット状開口およびスリット状接続構造からの電波漏洩性状について 

 

 スリット状接続構造は、スリット状開口に材料の重ね部分に相当する伝送路が付加

された構造と見ることができる。この伝送路は、理想的には平行平板線路と見なせ、

周波数依存性を有しない。したがって、スリット状接続構造電磁シールド性能の周波

数依存性は、スリット状開口の特性が支配的であると考えることができる。そこで、

スリット状接続構造電磁シールド性能の定式化を進めるにあたり、図2-1に示すスリッ

ト（長方形開口、長辺d×短辺h、d>>h）単体の電波漏洩性状を把握しておく必要があ

る。長方形開口のシールド性能は、実験および解析的に検討が既に行われている1）2)。

前述のように、「d>>h」なる長方形開口の電波漏洩性状はスロットアンテナからの電

波放射が基本となり、その最も放射効率が良くなる条件は、長方形開口の長辺dが1/2

波長となる周波数、且つ、照射する電波の電界が長辺dに直交する方向の偏波の場合と

なる。従って、「d/λ=0.5」となる領域において、個々のスリット状開口の電磁シー

ルド性能SEが最も低くなる。 

「d/λ＞0.5」となる領域では、開口面積だけ電波エネルギーが透過する。ただし、受

信点の電波エネルギーは、電波の直進性を考慮すると、電波が直進して開口を透過し

て到達することから一定の値となる。従って、シールド効果は一定の値に収束すると

考えられる。 

これに対して、「d/λ＜0.5」の領域では、開口面積分より少ない電波エネルギーしか

透過しない。これは、この条件下では電波の照射によって開口部に分極が生じ、その

分極が波源となって透過波となるためである1)。このときの長方形開口のシールド効果

は、光速をc、角周波数をωとすると、開口の正面方向、距離rの位置において次のよ

うに求められている2）。 
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すなわち、横軸がdの対数であると負の傾きを持つ一次直線で近似できると考えられる。 

 以上をまとめると、「長方形開口の電磁シールド性能」は図2-2のように表現される。

このように「d/λ=0.5」を境にして、「d/λ＞0.5」と「d/λ＜0.5」の領域に分けて

定式化をする必要があることがわかる。したがって、「スリット状開口長さd」を「波

長λ」によって基準化することが適切であると考えられた。なお、スリット状開口を

スロットアンテナとして見た場合、照射電波の偏波は長方形開口方向に直交する場合、

最も放射効率が良くなる。すなわち、漏洩電波が最も大きくなり、シールド性能とし

て最悪条件となる。これらのことから、本論では、図2-1に示すようにこの照射電波の

電界Eが長方形開口の長辺dに直交する偏波の場合のみを取り扱うこととする。 

 

d
h

E

H  

図2-1 長方形開口 

 

0.5
d/λ

SE
 [d

B]

d/λ<0.5 d/λ>0.5

 

図2-2 スリット状開口を有する電磁シールド構造の基準化電磁シールド性能の 

          周波数特性の予想 
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 以降の各検討において、実験データの蓄積による上記の想定の検証を行うこととし

た。なお、図2-2に示す電磁シールド性能の周波数特性はあくまでスリット単体の性能

の概略であり、実際の性能が上記のような傾向を示すと断定している訳ではない。 

 

2.3 スリット状開口の電波漏洩性状の把握11）13）14）～16）27） 

 

2.3.1 スリット状開口の電波漏洩性状測定 

 

2.3.1.1 測定の概要 

 銅箔と木製枠により板状に製作された導電材料にスリット状開口の各種条件

検討用の試験体を構成し、実験用電磁シールド室の測定用開口面に設置した。当

該試験体の一方に入射した電波の、裏面への漏洩性状（スリットに沿った方向の

レベル分布、周波数特性）を測定した。 

 

2.3.1.2 測定に使用した施設の概要 

 測定は、電磁環境実験室3）にて実施した。施設の概要を図2-3～図2-5に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

- 21 - 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図2-3 電磁環境実験室（平面図、単位：mm） 

 

 

 

図2-4 電磁シールドおよび電波吸収体の構造 
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送信器室
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　スリット試験体取付位置
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  図3に正面図を示す)

9500

スリット試験体取付位置 
（h2000×w3000mm） 
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図2-5 電磁環境実験室内観 

 

 

 同実験室は二つの電波無響室（室の全壁面を電波吸収体で覆った構造）を連結

させ、その連結部の隔壁に電磁シールド性能測定用の開口を設けたものである。

今回の実験では、図中の電磁シールド性能測定用開口にスリット状構造を含む電

磁シールド試験体を設置した。試験体設置時の有効開口は最大で幅3m、高さ2m

である。また、本開口に充分な電磁シールド性能をもつ材料（鉄板等）を設置し

た場合の測定可能な電磁シールド性能は、対象とする周波数範囲において80～

100dB以上であり、当測定には充分な性能を有していると判断できる。 

 なお、当測定では当該構造モデルからの漏洩電波の空間強度分布を把握するた

めに、受信アンテナを移動して測定する必要がある。これに対して当実験室には

PC制御のアンテナ移動用台車（図2-5参照）を設置しており、精度（再現性）の

高い受信位置の設定が可能である。 

 

2.3.1.3 測定量 

 電磁環境実験室の送信室のみを用いて（スリット状開口構造を含む電磁シール

ド層が全く存在しない条件）、下記に示す方法および条件での受信電界強度レベ

ルL1（dBμV/m）と、当該各構造が試験体取付開口に設置された時の同一送信・

受信点位置関係での受信電界強度レベルL2(dBμV/m)を測定し、両者のレベル差

（＝L1－L2、dB）により電磁シールド性能SEを求めた。 
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2.3.1.4 測定方法 

 電磁シールド性能測定は、日本建築学会電磁環境小委員会（当時）が2000年に

提案した「材料の電磁シールド性能測定方法」4）に準拠して行った。当測定方法

は、電磁シールド室の性能評価法として国内において最も一般的に利用されてい

る「米国軍規格MIL－STD－285（1997年廃止）」5）に準拠して、材料や構造自体

の電磁シールド性能を、適切な実験室を用いて測定する方法について規定したも

のである。 

 スリット状開口は長さを持つため、測定対象への入射電波を可能な限り遠方界

（対象構造への入射波が一様となるような状態）に近い状態とする必要がある。

そのため、図2-6に示すように、試験体取付開口に設置した試験体の中央部分に

おいて、面より垂直方向に3000mm離した位置（試験体中央正面）に送信アンテナ

を固定して設置した。アンテナから放射された電波の遠方界と近傍界との境界と

なる距離は、「λ/2π」となることが一般的に知られている5）。これに準拠する

と、当測定では周波数16MHz以上の帯域において遠方界としての入射条件を満足

していると判断される。 

 

T

R R

送信アンテナ
(試験体正面に固定)

30
00

3
00

受信アンテナ
(スリットに沿って
 移動して測定)

　スリット試験体

平面図

送信室

受信室

 
 

図2-6 電磁シールド性能測定時の送受信アンテナ設定概要（単位：mm） 
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 また、図2-6の受信室内に受信アンテナ位置を示す。スリット状開口各部位毎

の漏洩電波を測定するには、できるだけスリット部位に近接して受信した方が好

ましい。なお、前述のMIL－STD－285では電磁シールド構造と受信アンテナとは

約50mm以上離す、と規定されている。本測定に用いたアンテナは周波数帯域別に

3種類が必要であり、それぞれ独自の外観形状を有している。従って、当測定で

は現実的かつ可能な限り試験体に近い位置として、試験体正面から透過側に

300mmの位置を受信位置の基本とし、スリット状開口構造に沿って平行移動して、

対象構造各部位からの漏洩電波の電界強度レベル分布を測定した。なお、測定に

際する受信アンテナの移動間隔（受信レベル測定間隔）は最小8mmから可能であ

るが、測定精度と所要時間との兼ね合いから40mmとした。 

 

2.3.1.5 測定条件 

 スリット状開口試験体を正面から見た全体図を図2-7に、スリット状開口の詳

細を図2-8に示す。横3m×縦2mの合板表面に銅箔（35μm厚、導電材による接続部

は半田付け）を貼り付けた基板に横長のスリット状開口構造を製作した。 

 スリット状開口における可変要素は以下の通りである。 

・ スリット状開口全長（横方向）：D（図2-7参照） 

・ 全長Dを分割する「個々のスリット長」：d（図2-8参照、ｄ≦D） 

・ スリット状開口幅(縦方向）：h（図2-8参照） 

 なお、上記の個々のスリット長ｄは、2.1節で述べた「ネジ、釘、ステープル

等の導電材を等間隔に設置する」ことを模している。 

 当測定において設定したスリット状開口構造の各条件は以下の通りである。 

・ スリット状開口全長D＝80mm、160mm、320mm、640mm、1280mm、2560mm 

・ 個々のスリット長d＝10mm、20mm、40mm、80mm、160mm、320mm、640mm、1280mm、

2560mm、但しｄ≦D 

・ スリット開口幅h＝1mm、2mm、4mm、但し「h=2mm」および「h=4mm」は「全長

D=2560」のみ 

 測定対象周波数fは以下の通りとした。 
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・ 周波数f＝30MHz、70MHz、100MHz、300MHz、700MHz、1GHz、3GHz、7GHz、10GHz、

18GHz 

3000mm

2
0
0
0
m

m

D=80～2560mm

スリット状開口
(図2-8に拡大図を示す)

銅箔(t=35μm)

(試験体を正面から見た図)
 

図2-7 スリット状開口試験体全体図 

 

h=1～4mm

約1mm約1mm

スリット状開口

導電材による接続部

d=10～2560mm

（銅箔）

 

図2-8 スリット状開口詳細図 

 

 

2.3.1.6 スリット状開口漏洩電波の測定結果 

（1） 受信レベル及びレベル差分布 

 スリット状開口正面の受信側300mm点において、スリットの端部正面から

反対側端部まで（横方向）40mm間隔にて測定した受信レベルおよびレベル差

SEの分布性状の結果例を図2-9に示す。当データは「全長D＝2560mm、個々ス

リット長d＝1280、40mm、開口幅h＝1mm、周波数f＝100M、1G、10GHz」での

結果である。同図中の横軸ゼロ点は対象スリットの中心位置である。また、
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図2-9と同一条件におけるSE値の累積度数分布を図2-10に示す。なお、銅箔

単体（スリット状開口等の電波漏洩構造がない場合）を試験体取付開口に設

置した場合のSEは、それぞれ100MHzで139dB、1GHzで128dB以上、10GHzで87dB

以上であることを実験的に把握しており、図2-9、図2-10に示すSEはスリッ

ト状開口からの漏洩現象が支配的であることを事前に確認している。 

 これらの結果から、以下のことが示された。 

・ 図2-9(a)～(f)の各SEのレベル分布に見られるように、測定条件、測定

箇所の違いにより、得られたSEは数dBから10dB以上も変動し、一定では

ない。 

・ 図2-9(a)と（d)、(b)と（e)、(c)と（f)に見るように、同一の周波数で

は測定箇所の移動によるSEの変動は数値（dB値）自体は異なるものの、

ほぼ同様な増減傾向を示し、個々のスリットを構成するための電気的な

短絡位置の変化との関係は見出せない。 

・ 低周波数域において、個々のスリット長dが小さくなるに従ってSEが上

昇する傾向はあるが、高周波数域においてはこのような傾向は見出せな

い。 

 以上のことから、スリット状接続構造のSEを定性・定量的に検討するには、

受信側測定箇所の移動による当該構造各部位の受信レベル分布性状の把握

が必須であることがわかった。また、電磁シールド性能値の把握においては、

一般的に「安全側の数値（ここでは低いSE値）」を対象とするのが好ましい

と考えられるが、図2-9に示す測定部位毎のSE、及び図2-10のSEの累積度数

分布からは、特に高い周波数帯域において、「安全側の数値」が特異的、限

定的に得られたものである（曲線の傾きが緩い）ことが示されており、これ

らの値を当該構造のSE代表値として用いると過大評価になりすぎ、コスト等

を踏まえた経済的な設計情報・技術としては問題がある。これに対して図

2-10の累積度数50％付近の値はその勾配が急となり、これらを中心として多

くのSE測定値が分布する傾向が見られる。従って、後述で検討する性能設計

手法の提案に対する現実的な設計目標値の設定に対して、「累積度数50％値」、

「算術平均値」および「エネルギ平均値」の適用が考えられる。本測定結果

では、図2-10にみるように殆どの条件においてこの三者はほぼ±1dBの範囲
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内に収まっている。従って、後述の検討において、各条件での測定値の代表

として、それを求めるための「数値処理の簡便性を確保する」との観点から、

レベル分布測定結果を用いた「算術平均値」を本検討におけるSE代表値とし

て用いることに問題はないと判断した。 
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(a)スリット長d=1280mm、周波数f=100MHz  (d)スリット長d=40mm、周波数f=100MHz 
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(b)スリット長d=1280mm、周波数f=1GHz  (e)スリット長d=40mm、周波数f=1GHz 
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(c)スリット長d=1280mm、周波数f=10GHz  (f)スリット長d=40mm、周波数f=10GHz 

 

図2-9 スリット状開口からの漏洩電波の電界強度レベル分布およびSE分布測定例 

       （全長D=2560mm、開口幅h=1mm） 

 

試験体無時のレベル：L1 
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[凡例]  ○：50％値、破線：算術平均値 点線：エネルギ平均値 
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(a)スリット長d=1280mm、周波数f=100MHz  (d)スリット長d=40mm、周波数f=100MHz 
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(b)スリット長d=1280mm、周波数f=1GHz  (e)スリット長d=40mm、周波数f=1GHz 
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(c)スリット長d=1280mm、周波数f=10GHz  (f)スリット長d=40mm、周波数f=10GHz 

 

図2-10 SE値累積度数分布計算例（全長D=2560mm、開口幅h=1mm） 
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（2） スリット状開口による電波漏洩量の概要 

 条件別のSE周波数特性例を図2-11に示す。SEの周波数特性は全て「低周波

数域においては周波数に反比例してSEが一様に低下してゆき、SEが20～30dB

程度まで低下した後に一定の値を示す、或いは緩やかに変化する」という傾

向として捉えることができる。 

（3） 「個々のスリット長ｄ/波長λ」による基準化 

 2.2節にも記述したように、スリット状開口は、一様な面状導電体に設け

られた極端なアスペクト比を持つ長方形開口（a：長辺、b：短辺）をアンテ

ナとして用いる「スロットアンテナ」とみなすことができる。その場合、最

も放射・受信効率の良い（共振する）波長λは「λ=2a（λ/2=a）」である。

これは、前記の「SEが20～30dB程度まで低下する周波数fr」が「fr[MHz]=300/

λ[m]=150/a[m]」であることを示唆している。 

 この考え方に基づいて、図2-11のｘ軸(周波数軸)を 「個々のスリット長

ｄ/波長λ」で基準化した結果を図2-12に示す。 

 この結果から、以下のことが示された。 

・ 図2-12の全ての条件において「個々のスリット長ｄ/波長λ」への基準

化により概略「d/λ=0.5」においてSEが一旦落ち込み、その後、ある一

定値をとるという一般的な傾向が得られた。これにより、2.2節に示す特

性を検証した。 

・ ただし、図2-12(a)～(f)の「d/λ＜0.5」の領域では、その傾きが全長D

の違いにより異なっている傾向がわかる。この傾向は、2.2節では示され

ておらず、当該構造特有の特性である。 

・ 図2-12(a)、(g)、(h)では、開口幅hの違いにより、「d/λ」の値に関わ

らずSE値に差異が生じ、全体として、開口幅hの増加に伴いSE値が低減す

る傾向がみられる。これも、2.2節で示した特性と同一である。 

・ 当基準化の手法を用いて当該構造のSEの傾向を把握するにあたり、基本

的に「d/λ＜0.5」と「d/λ＞0.5」の領域においてそれぞれ、その性状

を検討することが望ましいことがわかった。 
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［図2-11、図2-12凡例］ ◆:d=2560mm、 ■:d=1280mm、 ▲:d=640mm、 ＊:d=320mm、  

            ●:d=160mm、□:d=80mm、   ◇:d=40mm、   △:d=20mm、  ○:d=10mm 

 

(a) 全長D=2560mm、開口幅h=1mm 

 
(b) 全長D=1280mm、開口幅h=1mm 

 

(c) 全長D=640mm、開口幅h=1mm 

図2-11 スリット状開口のSE値周波数特性測定結果 
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(d) 全長D=320mm、開口幅h=1mm 

 

(e) 全長D=160mm、開口幅h=1mm 

 
(f) 全長D=80mm、開口幅h=1mm 

図2-11 スリット状開口のSE値周波数特性測定結果（つづき） 
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(g) 全長D=2560mm、開口幅h=2mm 

 
(h) 全長D=2560mm、開口幅h=4mm 

図2-11 スリット状開口のSE値周波数特性測定結果（つづき） 
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(a) 全長D=2560mm、開口幅h=1mm 

 
(b) 全長D=1280mm、開口幅h=1mm 

 

(c) 全長D=640mm、開口幅h=1mm 

図2-12 スリット状開口のd/λ正規化SE値周波数特性算出結果 
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(d) 全長D=320mm、開口幅h=1mm 

 

(e) 全長D=160mm、開口幅h=1mm 

 
(f) 全長D=80mm、開口幅h=1mm 

図2-12 スリット状開口のd/λ正規化SE値周波数特性算出結果（つづき） 



 

- 36 - 
 

 

(g) 全長D=2560mm、開口幅h=2mm 

 
(h) 全長D=2560mm、開口幅h=4mm 

図2-12 スリット状開口のd/λ正規化SE値周波数特性算出結果（つづき） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

- 37 - 
 

 

（4） 1次回帰曲線による近似 

 前記の傾向をより詳細に把握するため、2.2 節および上記の結果を基に、

「d/λ＜0.5」と「d/λ＞0.5」の領域においてそれぞれ 1次回帰曲線（x軸

を対数表示とした片対数軸として）を最小二乗法により求め、回帰結果を比

較した結果を図 2-13 に示す。なお、各図中に、1 次回帰式、および相関係

数 Rを示す。相関係数は 2つのデータ（Xi，Yi）群に関連性があるか否かを

示す指標であり、その値（絶対値）の意味は、「0.7> ：相関が強い 」「0.4

～0.7 ：中間の強さ」「 0.2～0.4 ：弱い 」「0.2＜ ：ない」と一般的に

いわれている（定義ではない）。さらに回帰の標準誤差 Se を求めた。標準

誤差は「回帰式の誤差の標準偏差」であり、母集団が正規分布する場合、95%

信頼区間は「平均±2×標準誤差」となる。 

  この結果から、以下のことが示された。 

・ 全体として、「d/λ＜0.5」の領域における相関係数は-0.979～-0.989

となり、d/λとSEとの間に負の強い相関を確認した。また、標準誤差も

3.644～5.414となり、回帰結果に対して大きなばらつきは認められなか

った。回帰結果は、2.2節、図2-2の予想と同一であると判断した。 

・ 同様に、「d/λ＞0.5」の領域における相関係数は-0.155～0.606となり、

d/λとSEとは弱い～中間の相関となった。しかしながら、標準誤差は

2.360～4.042となり、回帰結果に対して大きなばらつきも認められなか

った。回帰結果は、前記と同様に、2.2節、図2-2の予想と同一であると

いえる。 

 

（5） スリット状開口全長Dの変化による影響 

 スリット状開口全長 Dの違いによる回帰結果を比較した結果を図 2-13(a)

～(f)に示す。この結果から、以下のことが示された。 

・ 図2-13(a)～(f)の「d/λ＜0.5」の領域において、全長Dの短縮化に比例

して回帰式の負の傾き「係数a1」の絶対値が大きくなる傾向（a1≒-34.6
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→-39.1）が見られた。この傾向は2.2節では示されておらず、当該構造

特有の特性である。これはスリット全長Dが増加するに従って個々のスリ

ット（長さd）が多く形成されるが、これらが結合を起こすことによって

シールド効果が低減していったものと推測した。 

・ 同図の「d/λ＞0.5」の領域では、どの条件とも「係数a2」「係数b2」

とも顕著な差はなく、全長Dの短縮化によるSEへの強い影響は認められな

い。 

 

（6） スリット状開口幅hの変化による影響 

 前項と同様に、「d/λ＜0.5」と「d/λ＞0.5」の領域において求めた回帰

曲線を、スリット状開口幅h=1、2、4mmの各条件の違いにより比較した結果

を図2-13(a)、(g)、(h)に示す。 

 この結果から、以下のことが示された。 

・ 図2-13(a)、(g)、(h)の「d/λ＜0.5」の領域を比較すると、開口幅hの

拡大化（1～2～4mm）に対して、回帰曲線の傾きは-34.647～-34.439～

-33.979と僅かな変化となったが、y切片の値は3.8831～2.1432～0.9571

と大きく低下しており、開口幅hの拡大化に比例してSEが低下する傾向、

すなわち透過エネルギーの増加を把握した。 

・ 「d/λ＞0.5」の領域でも上記と同様の傾向を認めた。 

 本検討により、スリット状開口からの電波漏洩は開口幅hの拡大に比例し

て多少SEが低下する傾向があることがわかり、2.2節の予想を確認した。 
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(a) 全長D=2560mm、開口幅h=1mm 

 
(b) 全長D=1280mm、開口幅h=1mm 

 

(c) 全長D=640mm、開口幅h=1mm 

図2-13 スリット状開口のd/λ正規化SE値周波数特性に対する回帰結果 
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(d) 全長D=320mm、開口幅h=1mm 

 

(e) 全長D=160mm、開口幅h=1mm 

 
(f) 全長D=80mm、開口幅h=1mm 

図2-13 スリット状開口のd/λ正規化SE値周波数特性に対する回帰結果（つづき） 
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(g) 全長D=2560mm、開口幅h=2mm 

 
(h) 全長D=2560mm、開口幅h=4mm 

図2-13 スリット状開口のd/λ正規化SE値周波数特性に対する回帰結果（つづき） 
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（7） スリット状開口構成要素のSE値への影響度について 

 図2-13により得られた各条件での回帰曲線 

「d/λ＜0.5」時：y=a1*log10x+b1 

「d/λ＞0.5」時：y=a2*log10x+b2 

の係数a1、b1、a2、b2、スリット全長D、および開口幅hとの相関関係の把握

を試みた。その結果を図2-14、図2-15に示す。 

 この結果から、以下のことが示された。 

・ 図2-14より、相関係数Rは絶対値で0.815～0.974となり各係数とスリッ

ト全長Dとの強い相関が認められた。 

・ 図2-15より、データ数は少ないが相関係数Rは絶対値で0.956～0.999と

なり各係数と開口幅hとの強い相関が認められた。 

 これらの結果から、SEに対するスリット全長D、および開口幅hの変化によ

る影響度を、一次回帰を用いて比較的精度良く予測することが可能であるこ

とが示された。 
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 (a) d/λ＜0.5 時、係数a1        (b) d/λ＜0.5 時、係数b1 

 

(c) d/λ＞0.5 時、係数a2        (d) d/λ＞0.5 時、係数b2 

図2-14 スリット状開口の回帰曲線係数の相関に関する検討結果 

    （スリット全長Dの差異による相関） 
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(a) d/λ＜0.5 時、係数a1        (b) d/λ＜0.5 時、係数b1 

 

(c) d/λ＞0.5 時、係数a2        (d) d/λ＞0.5 時、係数b2 

図2-15 スリット状開口の回帰曲線係数の相関に関する検討結果 

 （開口幅hの差異による相関） 

 

 

2.3.1.7 測定結果のまとめ 

 

 スリット状開口構造における電波漏洩性状に関する実験的検討の結果、以下の

ことが示された。 

（1）スリット状漏洩構造に沿った受信点の移動による個々のSE値に差異があり、

対象構造の性能評価および基準化の検討においては、これらの代表値を用い

る必要がある。その代表値として「各SEの平均値」が妥当である。 

（2）各条件でのSEの周波数特性から、2.2節で予測したように「個々のスリット

長d/波長λ」にて正規化することで、SEの基準化が可能である。なお、「ｄ/

λ=0.5」を境としてその前後での周波数特性が大きく異なることは、2.2節で
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の条件設定を確認できたと理解できる。 

（3）SEは、「d/λ＜0.5」の領域において対象構造の全長Dの影響を大きく受け

る。「d/λ＞0.5」の領域では条件毎にほぼ一定のSE値をとる（図2-14(c)の

a2値が小さい）が、全長Dの増加に反比例してSE値が減少する（図2-14(d)の

b2値とDとに相関が認められる）。 

（4）SEは、「d/λ＜0.5」および「d/λ＞0.5」の両領域において対象構造の開

口幅hによる影響を受ける。 

（5）後述の現実的な各種スリット状接続構造に対するSEの把握において、「d/

λ」による基準化を基本とした上記の各事項に着目したスリット各条件の設

定が適切であると考えられる。 

 

2.3.2 スリット状開口の透過電波減衰性状の数値解析による検証 

 

2.3.2.1 数値解析の目的 

本論文では、スリット状接続構造電磁シールド性能を実験的に把握し、その特

性の検討を行っている。ここでは数値解析を行い、本実験的検討の有効性につい

て検討した。 

 

2.3.2.2 解析手法の概要 

 空間の電磁界解析にはFDTD（Finite Difference Time Domain）法、モーメン

ト法、レイトレース法などが一般的に用いられる。本検証においては、当該スリ

ット状開口や、後述のスリット状接続モデルの構造的な構成（解析対象の形状や

材料配置の自由度）を再現しやすく、そのモデル化も比較的容易であるという理

由によりFDTD法を採用することとした。 

 FDTD法とは、Maxwellの微分方程式を差分化し、時間領域で解く方法である。

同手法では、先ず波源と散乱体（シールド材や吸収材料）を囲むように解析領域

を設定し、領域全体を微小直方体（セル）に分割する。次に、全セルに対して

Maxwellの微分方程式、あるいはその積分形式を適用して定式化するが、その基

本はYeeのアルゴリズム7）（時空間における差分、電磁界の時間配置、電磁界の

空間配置）にある。 
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2.3.2.3 解析条件 

 解析における吸収境界条件には、最も一般的に用いられる「Murの１次」8）を

用い、スリット状開口への入射条件は平面波とし、スリット状開口透過側300mm

離れた位置での電界強度分布を求めた。なお、スリット上でのセル間隔は5mm×

2mm（アスペクト比2.5）とした。 

 

2.3.2.4 スリット状開口部モデルおよび対象周波数 

 解析用スリット開口モデルおよび対象周波数は以下の条件とした。 

・ スリット全長 D=2560mm 

・ 開口幅 h=4mm 

・ 個々のスリット長 d=2560、1280、640、320、160、80、40、20mm 

・ 対象周波数 f=300M、700M、1G、3GHz 

なお、計算機資源の制約上、開口幅（h=4mm）の条件を対象としている。 

 

2.3.2.5 解析結果および考察 

 図2-16にFDTD数値解析値と同一条件における前述の実験値を併せて示す。スリ

ット状開口によるSE解析結果では、ある特定のd/λを境としてそれよりも小さい

場合には急激にSEが上昇するが、大きい場合にはほぼ一定の値をとる結果が得ら

れた。このように実験と解析の結果は良好に一致し、実験結果の妥当性が示され、

本実験的検討の有効性が確認された。 
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図2-16 スリット状開口の実験値と数値解析値とのd/λ正規化SE値比較例 

    （スリット全長D=2560mm、開口幅h=4mm） 

 

 次に、スリット状開口から300mm離れた位置における透過波の電界強度分布解

析の例を図2-17に示す。図中の横軸ゼロ点は対象スリットの中心位置であり、ま

た、縦軸の電界強度は、送信平面波の電界強度を1V/mとした場合の値である。 

 この結果から、以下のことが示された。 

・ 図2-17において、スリット状開口を間隔dで短絡した位置、例えば「個々の

スリットd=320mm」時の解析位置「0mm」「-320mm」「-640mm」「-960mm」「-1280mm」

において電界強度が非常に微弱となっている。この結果から、短絡した箇所

間を節目として電界強度の強弱が発生しており、「d/λ＞0.5」となる

「d=1280mm」「d=320mm」ではピーク値の大きな変化はなく、結果としてSEが

変化しないことがわかった。 

・ これに対して「d/λ＜0.5」となる「d=80mm」「d=40mm」ではスリット開口

面積の減少により当該部位での電界強度が低下するために、SEが増加したと

考えられる。 

 以上のように、本構造では個々のスリットが2.2節で述べた長方形開口と同様

の振る舞いをしていることが確認された。 
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図2-17 スリット状開口の透過波電界強度レベル分布数値解析例 

   （スリット全長D=2560mm、開口幅h=4mm、周波数f=1GHz） 

 

2.3.3 まとめ 

 

 実験によるスリット状開口構造の電磁シールド性能SEの把握、およびその数値解

析により、以下の結論を得た。 

1） 実験で得られた特性は、スロットアンテナからの電波放射を基本とした2.2節

の考えで説明し得ることを確認した。 

2） スリット状開口構造のSEに影響する要因として、接続の全長D、導体の短絡に

よる個々のスリット長d、開口幅h（スリット状接続構造における開口部の存在）

が影響することがわかった。 

3） さらに、これらの構造の性能値設計法提案のための測定結果の整理方法とし

て、「ｄ/λ」による基準化が有効であることも示された。 

4） 「d/λ＜0.5」では「d/λ」の増加に対してSEが反比例する相関が確認された

が、「d/λ＞0.5」では「d/λ」の増加に対してSEはほぼ一定の値となった。 

5） FDTD法による数値解析結果は実験結果と良好に一致し、実験の有効性が確認

された。よって、今後の検討では、実験結果を基に議論を進めることとした。 

 これらの結果を基に、実用的なスリット状接続構造に対する電磁シールド性能の
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把握をスリット状開口に対する測定に準拠して行うと共に、スリット接続構造の各

種設定条件とSEとの相関関係を検証していくことが可能と判断した。 

 

2.4 スリット状接続構造の電磁シールド性状の把握および性能推定方法の提案12）

15）17）～22）28） 

 

2.4.1 測定目的 

 前節において、基礎検討として、スリット状接続構造の構成要素の性能値へ

の影響度を基本的に把握するため、当該構造の単純化（スリット状開口）を行

い、当該構造における電波漏洩性状の実験的検証を実施した。 

 本測定では、実際の仕様に対するスリット状接続構造モデルを実験的に再現

し、当構造の構成要素「断面形状」「構造の全長」「材料の固定間隔」「材料

の重ね幅」「重ね部の導通状態および開口状態」の各種条件の変化によるSEの

差異を系統的に求め、その結果を基にSEの増減（周波数特性）に寄与する構成

要素の把握とその程度を検証する。次に、この結果を基にSEに影響する当該構

造構成要素とSEとの相関関係を検討することで、実験結果に基づいた当該構造

のSE予測方法の提案を行う。 

 

2.4.2 測定対象の概要 

 本検討で対象としたスリット状接続構造の概要を図2-18に示す。同図に示す

ような「重ね合せ接続」「重ね貼り接続」「つば付き接続」と呼称（一般名称

ではない）される代表的構造モデル9）10）を対象とした。スリット状接続構造の

モデルを実験的に製作し、当該構造を構成する以下の要素、「スリット断面形

状」「スリット全長」「個々のスリット長」「材料の重ね幅」「重ね部の導通

状態」「重ね部の開口状態」のSEへの影響度を実験的に把握し、当該構造のSE

予測手法を検討した。ここで「重ね部の開口」とは、材料品質や加工、施工精

度等に起因して、結果として当該部位に開口状の隙間が開いてしまうことであ

る。この現象は、実際の施工現場における重要な品質管理の一項目となってい

る。 
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図2-18 スリット状接続構造の概要 

 

 

2.4.3 測定方法 

 2.3.1.2と同様に、1壁面を共有する隣接した電波無響室2室の共有壁面に設け

られた電磁シールド性能測定用開口にスリット状接続構造の各試験体を設置し

た。測定は、片方の室内で放射した試験用電波が試験体を透過した時の、もう一

方の室への透過量を測定対象から一定の距離で当該構造に沿って受信アンテナ

を40mm間隔で移動する方法で行った(n個)。送信アンテナと試験体の距離は

3000mm、試験体と受信アンテナの距離は300mmである。電磁シールド性能の測定

方法4)(MIL-STD-2855)準拠)も2.3.1.4と同一とした。対象となる電磁シールド層

が存在しない状態での受信電界強度レベルL1i（dBμV/m、i=1～n）と、試験体が

設置された時の同一送信・受信点位置関係での受信電界強度レベルL2i(dBμV/m)

を測定した。各L1iとL2iのレベル差を電磁シールド性能SEi（dB）とし、各SEi

の算術平均値をSE(=ΣSEi/n)とした。なお、このSEは各測定値の平均であり、こ

れがスリット状接続構造からの透過量全体を表すものではない。測定施設平面、

アンテナの配置、試験体の全体形状等の詳細情報は前掲の図2-3、図2-6、図2-7

を参照されたい。 
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2.4.4 測定条件 

 本研究で設定した試験体の詳細を図2-19および図2-20に、測定条件の一覧を表

2-1に示す。当該接続構造を適用した電磁シールド室では、0.3mm厚程度、表面を

亜鉛メッキ処理した鉄板を用いることが最も一般的であるので、本検討でも当該

材料を用いて試験体を作成した。なお、「重ね部の開口状態」の影響をみるため

には計画的（人為的）に開口部を作り出す必要性があることから、本条件のみ柔

軟な素材である銅箔（35μm厚）を使用した。なお、鉄と銅は両者とも良好な導

電体であるので、1.2節の図1-2の例にも示すように、素材としての電界および平

面波領域での電磁シールド性能は非常に高く、スリット状接続構造を構成する上

で材料の違いによるSEへの影響は殆どない。また、図2-20において重ね部開口状

態を構成するために用いたプラスチック材は、その材質が塩化ビニルのため比誘

電率を「2～3」程度と想定し、隙間を有するスリット状接続の透過減衰量に関する

当該実験の予測精度に対して電気的な問題はない。 

 各スリット状接続構造共通の測定条件を下記1)～6)に示す。 

1) スリット状接続構造全長D： D＝160mm、320mm、640mm、1280mm、2560mm（図

2-18、表2-1参照） 

2) 個々のスリット長d： d＝10mm、20mm、40mm、80mm、160mm、320mm、640mm、

1280mm、2560mm、但しｄ≦D（図2-18、図2-19、図2-20

参照） 

3) 材料の重ね幅h： 重ね合せ接続h1=25mm、50mm、100mm 

重ね貼り接続h2=50、100mm、つば付き接続h3=50mm（図2-18、

図2-19、図2-20、表2-1参照） 

4) 対象周波数f： f＝30MHz、70MHz、100MHz、300MHz、700MHz、1GHz、3GHz、

7GHz、10GHz、18GHz 

5) 重ね部導通状態の設定： 現実の重ね部の導通状態を実験的に再現する目的

で、絶縁材を挿入して導通する面積を変化させてモ

デル化した。 

・「100％絶縁」はスリット構成全部位に絶縁用の

上質白色紙（0.045mm厚）を挿入 
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・「70％絶縁」は接触面積の70％部分に絶縁材を挿

入 

・「導通」は絶縁材の挿入なし 

とした（図2-19、図2-20、表2-1参照）。なお、中

間的な導通状態を「70％絶縁」と定めた理由は、こ

れまでの経験により、絶縁面積の割合を高くした方

が現実に近いと考えられたこと、およびSEが低下す

る側の条件を把握することが重要と判断したため

である。 

6) 重ね部開口状態の設定P： P=0mm、1mm、2mm（図2-18、図2-19、図2-20、表

2-1参照）。なお、「P=0mm」とはスリット状接

続を構成する2枚のシールド材間に隙間が開か

ないように（注意して）施工した状態をいい、

その時に材料間に全面に絶縁材を挿入した条件

を「100％絶縁」と呼称した。 
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 「 重 ね 合 せ 接 続 」

h1

上部鉄板

下部鉄板

接続処理
(鉄釘)

絶縁紙

 「 重 ね 貼 り 接 続 」

h2

上部鉄板

絶縁紙

接続処理(鉄釘)

下部鉄板

重ね導電材
（鉄板）

 「 つ ば 付 き 接 続 」

h3

上部鉄板

絶縁紙

接続処理
（ﾎﾞﾙﾄ）

下部鉄板

（鉄板による「重ね合せ接続」における
　スリット状重ね部を正面から見た図）

接続処理(鉄釘)

d

0.7ｄ

（「70%部分に絶縁材を挿入」のモデル例）

絶縁材(紙)

絶縁材なし

（正面図）

（縦断面図）（縦断面図）

（縦断面図）

接続処理(鉄釘)

 ＜ 鉄 板 に よ る 試 験 体 概 要 図 ＞

 
図2-19 スリット状接続構造試験体の概要（鉄板） 

 

（縦断面図）

上部銅箔

下部銅箔

絶縁材
(紙orﾌﾟﾗｽﾁｯｸ材)

接続処理
（鉄釘）

（正面図）

接続処理(鉄釘)

（横断面図）
d

0.7ｄ

押さえ処理(ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ釘)

接続処理(鉄釘)

押さえ処理(ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ釘)

（「70%部分に絶縁材を挿入」のモデル例）

押さえ材(ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ材)

押さえ材(ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ材)

絶縁材(紙orﾌﾟﾗｽﾁｯｸ材､
　　　　厚さP)

絶縁材(紙orﾌﾟﾗｽﾁｯｸ材､
　　　　厚さP)

（銅箔による「重ね合せ接続」における
　スリット状重ね部を正面から見た図）

h1

 ＜ 銅 箔 に よ る 「 重 ね 合 せ 接 続 」 試 験 体 概 要 図( 隙 間 の 影 響 度 検 討 用 に 作 成) ＞

 

図2-20 スリット状接続構造試験体の概要（銅箔） 



 

- 54 - 
 

表2-1 スリット状接続構造試験条件一覧 

 
スリット全長 重ね幅 開口 導通状態

D(mm) h(mm) P(mm) 導通 70%絶縁 100%絶縁

亜鉛メッキ鉄板 重ね合せ 160 h1=50 0 ○ ○ ○
（0.3mm厚） 320 h1=50 0 ○ ○ ○

640 h1=50 0 ○ ○ ○
1280 h1=50 0 ○ ○ ○
2560 h1=25 0 ○ × ○
2560 h1=50 0 ○ ○ ○
2560 h1=100 0 ○ × ○

重ね貼り 2560 h2=50 0 ○ ○ ○
2560 h2=100 0 ○ × ○

つば付き 2560 h3=50 0 ○ ○ ○
銅箔 重ね合せ 2560 h1=50 0 ○ ○ ○

（35μm厚） 2560 h1=50 1 ○ ○
2560 h1=50 2 ○ ○

注意） 絶縁材として紙を挿入した場合の開口Pは「0(ｾﾞﾛ)mm」とした

素材
スリット状
接続名称

 

 

2.4.5 スリット状接続構造の電磁シールド性能測定結果 

 

2.4.5.1 測定結果 

 2.3.1.6と同様に条件別にSEの周波数特性値を整理し、「d/λ」にて基準

化を行い、「d/λ＝0.5」を分岐点としてその前後の領域（「d/λ＜0.5」「d/

λ＞0.5」）における回帰曲線（「d/λ＜0.5」：y=a1*log10x+b1、「d/λ＞

0.5」：y=a2*log10x+b2）をそれぞれ求めた。それらの結果の一部を図2-21

～図2-23に示す。図2-23には、回帰式、相関係数R、および回帰の標準誤差

Seを示す。 

 図2-23に示すように、全体として「d/λ＜0.5」の領域における相関係数

は-0.914～-0.982となり、d/λとSEとの間に負の強い相関がみられた。また、

標準誤差も4.281～9.586となり、回帰結果に対して極端なばらつきは認めら

れなかった。回帰結果は、2.2節、図2-2の予想と同一である。同様に、「d/

λ＞0.5」の領域における相関係数は-0.547～0.401となり、d/λとSEとは弱

い～中間の相関となった。また、標準誤差も4.946～8.072となり、回帰結果

に対して極端なばらつきも認められなかった。回帰結果は、前記と同様に、

2.2節、図2-2の予想と同一である。 
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 以上の結果に示すように、スリット状開口の場合と同様、「d/λ」による

基準化が可能である。以降、図2-23の回帰結果を基に考察を進める。 
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［図2-21、図2-22凡例］ ◆:d=2560mm、 ▲:d=640mm、 ●:d=160mm、 ◇:d=40mm 

 

(a) 鉄板、重ね合せ、全長D=640mm、重ね幅h1=50mm、開口P=0mm、70%絶縁 

 
(b)  鉄板、重ね合せ、全長D=2560mm、重ね幅h1=50mm、開口P=0mm、導通 

 

(c)  鉄板、重ね合せ、全長D=2560mm、重ね幅h1=50mm、開口P=0mm、70％絶縁 

図2-21 スリット状接続構造のSE値周波数特性測定結果 
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(d)  鉄板、重ね合せ、全長D=2560mm、重ね幅h1=50mm、開口P=0mm、100％絶縁 

 

(e)  鉄板、重ね貼り、全長D=2560mm、重ね幅h2=50mm、開口P=0mm、導通 

 
(f)  鉄板、重ね貼り、全長D=2560mm、重ね幅h2=50mm、開口P=0mm、70%絶縁 

図2-21 スリット状接続構造のSE値周波数特性測定結果（つづき） 
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(g)  鉄板、つば付き、全長D=2560mm、重ね幅h3=50mm、開口P=0mm、70%絶縁 

 
(h)  鉄板、つば付き、全長D=2560mm、重ね幅h3=50mm、開口P=0mm、100%絶縁 

 
(i)  銅箔、重ね合せ、全長D=2560mm、重ね幅h1=50mm、開口P=2mm、70%絶縁 

図2-21 スリット状接続構造のSE値周波数特性測定結果（つづき） 
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(a) 鉄板、重ね合せ、全長D=640mm、重ね幅h1=50mm、開口P=0mm、70%絶縁 

 
(b)  鉄板、重ね合せ、全長D=2560mm、重ね幅h1=50mm、開口P=0mm、導通 

 

(c)  鉄板、重ね合せ、全長D=2560mm、重ね幅h1=50mm、開口P=0mm、70％絶縁 

図2-22 スリット状接続構造のd/λ正規化SE値周波数特性算出結果 
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(d)  鉄板、重ね合せ、全長D=2560mm、重ね幅h1=50mm、開口P=0mm、100％絶縁 

 

(e)  鉄板、重ね貼り、全長D=2560mm、重ね幅h2=50mm、開口P=0mm、導通 

 
(f)  鉄板、重ね貼り、全長D=2560mm、重ね幅h2=50mm、開口P=0mm、70%絶縁 

図2-22 スリット状接続構造のd/λ正規化SE値周波数特性算出結果（つづき） 
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(g)  鉄板、つば付き、全長D=2560mm、重ね幅h3=50mm、開口P=0mm、70%絶縁 

 
(h)  鉄板、つば付き、全長D=2560mm、重ね幅h3=50mm、開口P=0mm、100%絶縁 

 
(i)  銅箔、重ね合せ、全長D=2560mm、重ね幅h1=50mm、開口P=2mm、70%絶縁 

図2-22 スリット状接続構造のd/λ正規化SE値周波数特性算出結果（つづき） 
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(a) 鉄板、重ね合せ、全長D=640mm、重ね幅h1=50mm、開口P=0mm、70%絶縁 

 
(b)  鉄板、重ね合せ、全長D=2560mm、重ね幅h1=50mm、開口P=0mm、導通 

 

(c)  鉄板、重ね合せ、全長D=2560mm、重ね幅h1=50mm、開口P=0mm、70％絶縁 

図2-23 スリット状接続構造のd/λ正規化SE値周波数特性に対する回帰結果 
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(d)  鉄板、重ね合せ、全長D=2560mm、重ね幅h1=50mm、開口P=0mm、100％絶縁 

 

(e)  鉄板、重ね貼り、全長D=2560mm、重ね幅h2=50mm、開口P=0mm、導通 

 
(f)  鉄板、重ね貼り、全長D=2560mm、重ね幅h2=50mm、開口P=0mm、70%絶縁 

図2-23 スリット状接続構造のd/λ正規化SE値周波数特性に対する回帰結果（つづき） 



 

- 64 - 
 

 
(g)  鉄板、つば付き、全長D=2560mm、重ね幅h3=50mm、開口P=0mm、70%絶縁 

 
(h)  鉄板、つば付き、全長D=2560mm、重ね幅h3=50mm、開口P=0mm、100%絶縁 

 
(i)  銅箔、重ね合せ、全長D=2560mm、重ね幅h1=50mm、開口P=2mm、70%絶縁 

図2-23 スリット状接続構造のd/λ正規化SE値周波数特性に対する回帰結果（つづき） 
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2.4.5.2 「重ね合せ接続」「重ね貼り接続」「つば付き接続」の差異 

 図2-24(a)～(d)に重ね幅50mmを基本とした各断面形状におけるSEを示す。

なお、「重ね貼り接続」のみ「h2=50mm」と「h2=100mm」の両条件を示す。

これは当該構造における「重ね幅50mm」の解釈が二通り考えられたためであ

る。図2-24(b)と(c)をみるとh2の違いによるSEに差異がほとんど認められな

い。この詳細については2.4.5.5で述べる。 

 図2-24(a)～(d)をみると、接続形状の差異にも係わらず、基本的に2.2節

での仮定に則した傾向を示していることが確認できるとともに、「d/λ＜

0.5」の領域において、導通状態が同様であれば断面形状に係わらず同様な

SEの傾向となり、これらの違いによる顕著な差異は認められなかった。また、

「d/λ＞0.5」の領域では回帰曲線の傾きに多少のばらつきはあるものの、

いずれの断面形状であっても40dB前後の一定のSEを示した。これらの結果か

ら、断面形状の違いによるSEの差異については特に考慮する必要はないと判

断できる。なお、図2-24(d)中の「つば付き接続、導通状態」のみその他の

条件とは明らかに異なるSEの傾向を示した。これは、同試験体の「つば」部

分の製作において「正確な直角の折れ曲がり」を製作することが困難であり、

結果として、ビスでの固定時に接続部の端部（つば先端または根元）が強く

押し付けられたため、「スリット状の隙間」が構成出来なかったことによる

と考えられる。従って、以降の検討に対して当条件の結果は除外した。なお、

実際の施工において、この状態が必ずしもこの傾向を示すということではな

く、最悪の場合は他の構造と同様に「スリット状の隙間」となってしまうと

考えられる。 

 

2.4.5.3 材料間の導通状態の影響度 

 図2-24(a)～(d)に見るように、材料間の導通状態の差異にも係わらず、「つ

ば付き接続、導通状態」を除いて、その他の条件では全て2.2節での仮定と

同様の傾向を示すとともに、各試験体とも「d/λ＜0.5」の領域において導

通状態の程度に応じて、d/λ=0.01でSE=100～120dB、d/λ=0.5付近でSE=40

～60dB程度の違いが生じ、導通状態がこの領域のSEに影響を及ぼすことが示

された。この時、回帰曲線の傾きa1はほぼ一定であり、y切片（b1）のみ導
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通状態により大きく変化した。 

 これに対して、「d/λ＞0.5」の領域では、導通状態の差異によるSEの変

化（a2、b2の変化）は認められなかった。 

 

［図2-24凡例］ 黒実線：導通、 黒破線：70%絶縁、 灰実線：100%絶縁 

 

(a) 重ね合せ接続、D=2560mm、h1=50mm 

 

(b) 重ね貼り接続、D=2560mm、h2=50mm 

図2-24 導通状態の影響度 
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(c) 重ね貼り接続、D=2560mm、h2=100mm 

 

(d) つば付き接続、D=2560mm、h3=50mm 

図2-24 導通状態の影響度（つづき） 

 

 

2.4.5.4 開口Pの影響度 

 スリット状接続部において材料品質（材の撓みや歪み）や施工的な問題（施

工精度）として発生する「開口部」の影響度をみるために、銅箔を用いて人

為的に「隙間をもつ重ね合せ接続」を作成しその影響を検討した結果を図

2-25(a)(b)に示す。これをみると、開口P=0mm～2mmへの拡大の影響は、「d/

λ＜0.5」および「d/λ＞0.5」の両領域において最大20dB程度のSEの差異と

して示される。「d/λ＜0.5」における回帰曲線の傾きa1値は約-32.1～-33.8
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とほぼ一定なのに対し、b1値は開口Pが大きくなるのに比して約38.1から約

16.2へ減少し、隙間の拡大によるSEの低減効果が確認できる。この傾向は「d/

λ＞0.5」でも同様である（a2=-1.8～0.87、b2=52.1～34.7）。開口Pは2.3

節のスリット状開口の開口幅hに相当し、SEに対して2.3.1.6(6)で述べた同

様の影響を及ぼしている。 

 

［図2-25凡例］ 黒実線：開口P=0mm、 黒破線：開口P=1mm、 灰実線：開口P=2mm 

 

(a) 重ね合せ接続、D=2560mm、h1=50mm、100％絶縁 

 

 

(b) 重ね合せ接続、D=2560mm、h1=50mm、70％絶縁 

図2-25 スリット隙間の影響度 
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2.4.5.5 材料間の重ね幅hの影響度 

 「重ね合せ接続」を対象として重ね幅h1の違いによるSEへの影響について

図2-26(a)(b)に示す。これをみると、重ね幅の差異にも係わらず、全て2.2

節での仮定と同様の傾向を示すとともに、重ね幅h1の違いによるSEへの顕著

な変化は認められない。同様の結果は図2-24(b)(c)にもみられる。hをより

極端に変化させた場合（h=25mm以下、または同100mm以上）はSEへの影響が

見られる可能性はあるが、建築物の施工において一般的に採用されるであろ

うと思われる「重ね幅h=25～100mm程度」に限定すれば、この条件によるSE

への影響度は無視してよい。 

2.2節で述べたようにスリット状接続構造では、短絡部を除いた材料の重

ね部分は、理想的には平行平板の伝送線路と見ることができる。従って、重

ね幅hは伝送線路長に相当するが、平行平板線路の伝搬減衰は無いことから

上記が説明し得る。 
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［図2-26凡例］ 黒実線：重ね幅h1=100mm、 黒破線：重ね幅h1=50mm、 

             灰実線：重ね幅h1=25mm 

 

(a) 100％絶縁、D=2560mm 

 

 

(b) 導通、D=2560mm 

図2-26 スリット重ね幅の影響度 

 

2.4.5.6 全長Dの影響度 

 「重ね合せ接続」を対象として全長Dの違いによるSEへの影響について図

2-27(a)～(c)に示す。これをみると、「d/λ＜0.5」の領域において、全長D

の増加に反比例して回帰曲線の傾きa1が「約-46～-40」へ徐々に変化する傾

向が把握された。それに対して「d/λ＞0.5」の領域では回帰結果のばらつ
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きはみられるものの全長Dとの相関は見られない。これは2.3.1.6(5)で述べ

た同様の影響である。 

 

［図2-27凡例］ 黒実線：全長D=160mm、 黒破線：全長D=320mm、 黒点線：全長D=640mm、 

         灰実線：全長D=1280mm、灰破線：全長D=2560mm 

 

(a) 重ね合せ接続、重ね幅h1=50mm、100％絶縁 

 

 

(b) 重ね合せ接続、重ね幅h1=50mm、70%絶縁 

図2-27 スリット全長の影響度 
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(c) 重ね合せ接続、重ね幅h1=50mm、導通 

図2-27 スリット全長の影響度（つづき） 

 

 

2.4.6 現実的なスリット状接続構造電磁シールド性能推定方法の提案 

 

2.4.6.1 スリット状接続構造電磁シールド性能推定方法の流れ 

 以上の検討により、2.3.1.6（7）に示したSEの回帰曲線を基本とした性能

予測の考え方において、SEの増減へ強く影響するスリット状接続構造の構成

要素は、 

・当該構造の全長（D） 

・接続される材料間の導通・絶縁の状態 

・当該構造施工時に発生する隙間の程度（P) 

である。 

 なお、当検討の結果、「重ね貼り接続」と、「導通状態」を除く「その他

のつば付き接続」においても、「重ね合せ接続」に比して断面形状の違いに

よるSEの大きな差異は認められないので、「重ね合せ接続」と同一の条件設

定でこれらのSEの推定が可能である。以下に、「重ね合せ接続」のデータを

用いて、当該構造の電磁シールド性能予測方法の試案を示す。 
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2.4.6.2 SEの周波数特性について 

 「d/λ＜0.5」の領域ではSEと「d/λ」とに相関（周波数特性）がみられ、

これまでの検討で「全長」「導通状態」「隙間（開口）」に影響を受けるこ

とがわかった。 

 これに対して「d/λ＞0.5」の領域では「d/λ」の変化にSEは影響されな

い。さらに図2-24、図2-27にみられるように「全長」「導通状態」の差異に

も影響を受けない。「d/λ＞0.5」の領域における回帰曲線「y=a2*log10x+b2」

の係数a2は、多少のばらつきはあるものの殆ど一定のSE値となっており、2.2

節で示したように、周波数特性を殆ど持たないと考えられるので、性能予測

上は「a2=0(ゼロ)」と設定しても概ね差し支えない。従って、「d/λ＞0.5」

の領域での回帰曲線を「y=b2」と簡略化でき、今回の測定条件における「隙

間P=0mm」時のb2平均値は「b2=43.7」と算出される。 

 

2.4.6.3 全長Dによる補正 

 スリット状接続構造の全長DによるSEへの影響は、先に示したように「d/

λ＜0.5」の領域における回帰計算式「y=a1*log10x+b1」の係数a1値、すなわ

ち「傾きの変化」として示される。実験した「100%部絶縁」「70%部絶縁」

「全て導通」の全条件の係数a1と、全長Dの相関を求めた結果を図2-28に示

す。また同図中に回帰式と相関係数rを示す。ここで、全長D（x軸）は電波

の透過部位の大きさ（長さ）を示す値であるので、当該部位全体から放射さ

れる全エネルギー量として捉えることが妥当と考えられるため、全長D（x

軸）は対数軸とした。同図より、回帰式「a1=6.641*log10D-59.3」にて全長

D(mm)の変化に対する係数a1の値が設定される。なお、相関係数｜R｜は

「0.741」となり、自由度28（=標本数-2）における5%有意水準「0.361」を

上回り「有意な相関がある」と判断される。 
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図2-28 スリット全長Dと係数a1の相関 

 

 

2.4.6.4 材料の導通状態による補正 

 スリット状接続構造の材料間導通状態によるSEへの影響は、「d/λ＜0.5」

の領域における回帰計算「y=a1*log10x+b1」の係数b1値、すなわち「y切片の

変化」として示される。材料導通状態を示す「スリット状接続を構成してい

る部位の材料間全接触面積に対する電気的に絶縁状態と推定される面積率

S(%)」と、係数b1の回帰結果を図2-29に示す。同結果から、回帰式

「b1=-0.146*S+43.0」にて絶縁状態接触面積率S(%)に対する係数b1の値を得

る。相関係数｜R｜は「0.902」となり、自由度8における5%有意水準「0.632」

を上回り「有意な相関がある」と判断される。 

 なお、建築現場での施工で一般的にどのようなSの値をとるかについては

更なる情報収集が必要である。しかし、性能設計上は「S=100」と置くこと

で、最悪条件でのb1値を得ることができる。これは、性能上「安全側の設計」

を行うことを意味する。 
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図2-29 スリット導通状態と係数b1の相関 

 

 

2.4.6.5 隙間の程度による補正 

 スリット状接続構造の隙間の程度によるSEへの影響は、「d/λ＜0.5」の

領域における回帰曲線「y=a1*log10x+b1」の係数b1の変化量Δb12、および「d/

λ＞0.5」の領域における回帰曲線「y=b2」の係数b2の変化量Δb22として示

される。開口P(mm)とΔb12、およびΔb22との相関をそれぞれ図2-30、図2-31

に示す。これらの回帰計算から、「b12=-13.1*P-2.14」および「Δ

b22=-7.44*P-1.70」が求まる。相関係数｜ｒ｜は「0.940」および「0.888」

となり、自由度3における5%有意水準「0.878」を上回り「有意な相関がある」

と判断される。なお、「P=0」の時、回帰式では、Δb12=-2.14、Δb22=-1.70

となっているが、本来は「P=0」に対する変化量を求めたものであるので、

「P=0」の場合は「Δb12=Δb22＝0」と置くのが妥当である。 

 「隙間の程度」について、実際の施工時にどのような値が想定されるかに

ついての既往の報告は存在しない。これまでの同様構造に対する現場での施

工管理経験に基づくと、当該部位に起こり得る一般的な隙間量は「適切な施

工管理が行われた状態で0～1mm程度」である。従って、理想的な施工が行わ

れる場合は「P=0mm」、実際に起こり得る隙間の最大値として「P=1mm」、安

全率をより高く設定する場合は「P=2mm」程度に設定して性能値を推定する

ことが性能設計上好ましい。 
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図2-30 スリット開口状態と係数Δb12の相関 

 

 

 

図2-31 スリット開口状態と係数Δb22の相関 

 

 

2.4.6.6 スリット状接続構造のSE予測方法と計算例 

 上記の各検討結果を整理すると、表2-2に示す手順でSEを推定することが

できる。つまり、「d/λ＜0.5」「d/λ＞0.5」の領域別に、それぞれ表中の

基本式(2-2)、(2-3)に対して全長、導通状態、隙間(開口)の影響度を加味し

てSE1（「d/λ＜0.5」におけるSE）、SE2（「d/λ＞0.5」におけるSE）を求

める。 
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表2-2 スリット状接続構造SEの予測方法 

 （a)d/λ＜0.5の領域 

領域

検討項目

基本式

SE1=a1*log10(d/λ）+(ｂ1+Δb12)　････(2-2)

ここで、SE1：電磁シールド性能(dB)
　　　　a1：係数(傾き)
　　　　d：スリットの固定間隔(mm)
　　　　λ：波長(mm)
　　　　b1：係数(y切片)
　　　　Δb12：補正値(隙間の影響)

λ=(3*105)/f
ここで、λ：波長(mm)
　　　　f：周波数(MHz)

周波数特性 （周波数特性有り）

全長
（図2-28より）
a1=6.641*log10D-59.3　････(2-3)

ここで、D：全長(mm)

導通状態
（図2-29より）
b1=-0.146*S+43.0　････(2-4)
ここで、S：重ね部の絶縁面積率(%)

実際のS値については不明。
「S=100」と設定することで最も
安全性の高い値となる。

隙間(開口)
（図2-30より）
Δb12=-13.1*P-2.14　････(2-5)
ここで、P：隙間量(mm)

「P=0」の時、Δb12=Δb22=0と
する。

SEの予測
式(2-2)へ、(2-3)(2-4)(2-5)にて求めた値を導
入

d/λ＜0.5 備　　考

 

 （b)d/λ＞0.5の領域 

領域

検討項目

基本式

SE2=a2*log10(d/λ）+(ｂ2+Δb22)　････(2-6)

ここで、SE2：電磁シールド性能(dB)
　　　　a2：係数(傾き)
　　　　d：スリットの固定間隔(mm)
　　　　λ：波長(mm)
　　　　b2：係数(y切片)
　　　　Δb22：補正値(隙間の影響)

λ=(3*105)/f
ここで、λ：波長(mm)
　　　　f：周波数(MHz)

周波数特性

周波数特性無し　→　a2=0
∴　式(2)を、SE2=b2+Δb22　と簡略化
また、隙間量P=0mmの時に「b2=43.7」より
SE2=43.7+Δb22　････(2-7)

全長 （影響無し）

導通状態 （影響無し）

隙間(開口)
（図2-31より）
Δb22=-7.44*P-1.70　････(2-8)
ここで、P：隙間量(mm)

「P=0」の時、Δb12=Δb22=0と
する。

SEの予測 式(2-7)へ、(2-8)にて求めた値を導入

d/λ＞0.5 備　　考
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 例として、下記条件でのSE予測と測定値との比較を試みる。 

・例1：全長D=640mm、重ね幅=50mm(予測に影響しない)、個々のスリット長

d=160mm、絶縁面積比率S=70%、隙間P=0mm 

・例2：全長D=1280mm、重ね幅=50mm(予測に影響しない)、個々のスリット長

d=40mm、絶縁面積比率S=00%、隙間P=0mm 

 その結果を図2-32(a)～(b)に示す。両者とも、測定値と予測値とは、周波

数特性、SE値において良好な一致が見られ、当予測方法の適切性が確認され

た。 

 

(a) 例1：重ね合せ接続、全長D=640mm、重ね幅h1=50mm、 

    個々スリット長d=160mm、70％絶縁、隙間0mm  

 

(b) 例2：重ね合せ接続、全長D=1280mm、重ね幅h1=50mm、 

 個々スリット長d=40mm、導通、隙間0mm 

図2-32 SE予測値と測定値の比較例（つづき） 
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2.4.7 まとめ 

 スリット状接続構造のSEの系統的な把握、およびその結果に基づくSE予測法に

関する検討の結果、以下の結論を得た。 

1） 「重ね合せ」「重ね貼り」「つば付き」の各断面形状の違いによるSEの差

異は認められない。なお、「つば付き」の「導通状態」でのSEのみ、他の条

件と異なる結果を示した。これは、その断面形状において接続部をビス止め

することで接続部の端部が強く押し付けられることで「スリット状」とはな

らなかったためである。 

2） スリット状接続時の両材料間の導通状態が、「d/λ＜0.5」の領域において

SEの20dB程度の差異として影響することが示された。「d/λ＞0.5」の領域で

はこの様な差異は認められない。 

3） スリット状接続時の両材料間の隙間の有無およびその程度が、「d/λ＜0.5」

および「d/λ＞0.5」の領域においてSEの20dB程度の差異として影響する。 

4） スリット状接続時の両材料の重ね幅hの違いは、建築物において最も適用さ

れる可能性の高いh=25～100mmの範囲においてSEへ影響しない。なお、hをよ

り極端に増減させた場合の影響度は把握していない。 

5） スリット状接続時の全長Dの違いにより、「d/λ＜0.5」の領域においてSE

の差異として把握された。この場合、「d/λ」値の減少に反比例してSEが上

昇する度合い（回帰計算における「傾き」）の差として示された。 

6） 2）～5）の結果を基に、「全長」「材料の導通状態」「隙間の程度」を可

変事項としてSEの予測方法について提案し、予測結果と実測値との良好な相

関を得た。 

 

2.5 スリット状接続構造における電波透過時の位相回転に関する検討23）～26） 

 

2.5.1 検討の趣旨 

 第３章「スリット状接続により構築された電磁シールド室の遮へい性能予測技術」

の開発に対して、当該部位での透過減衰量に加えて、電界位相変化量の性状を把握す

ることが必要である。この位相変化量を把握することを目的とした実験的検討を行っ

た。 
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 図2-9に示す、スリット状開口に対する受信位置の変化に伴う受信レベルおよびレ

ベル差SEの分布性状の結果例に見るように、スリット状構造では建築的な寸法の範囲

ではほぼ一様と思われる透過減衰量を示す。これに対して、室空間を対象とした予測

方法の検討において、対象になると思われる周波数域の波長（f=30MHz～1GHz → λ

=10m～0.3m）では、入射角度の変化による位相量への影響度を把握する必要がある。 

 

2.5.2 実験の概要 

 実験の概要を図2-33に示す。実験は、2.3節と同一施設で行った。亜鉛メッキ鉄板

製（0.3mm厚）を用いて製作した「重ね合せ接続」の各パラメータは下記の通りであ

る。現実の施工において最も一般的な仕様と考えられるスリット固定間隔、および重

ね幅の条件に限定した。重ね部の導通状態は「導通」であり、絶縁材の挿入はしてい

ない。また、対象周波数fは、300MHz、700MHz、1GHzとした。 

・スリット全長：D=2560mm 

・個々のスリット長：d=160mm、320mm 

・重ね幅：h1=50mm、75mm、100mm 

 図2-33に示すように、スリット状接続に対して、当該構造の中央点から3000mm離れ

た水平面内の地点より、入射角度をそれぞれθ=0°（試験体正面からの入射）、30°、

60°と発信位置を変化させて、垂直偏波にて設置したダイポールアンテナを用いて試

験用電波を発信した。各入射角度において、スリット状接続の透過側近傍（試験体表

面より約30mmの距離）において、受信用微小ダイポールアンテナを垂直偏波としてス

リットの正面に設置し、移動量2560mmにてその全長に沿って一定の速度で移動させな

がら、ネットワークアナライザを用いて位相量、振幅量を測定した。有効寸法H2000mm

×W3000mm試験体を設置しない条件（＝基準値）においても同一の測定を実施し、両

者の結果を比較して位相変化量を求めた。 
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0°(正面入射)

30°

入射角度（水平面内）

60°

送信位置

受信位置：スリットに沿って移動

距離r1=3000mm

距離r2=30mm

スリット状接続

 

［実験条件］ 

 

スリット状接続

D=2560mm

Znメッキ鉄板

3000mm

2
00
0m
m

 

［試験体の概要］ 

図2-33 スリット状接続における電界位相変化に関する実験の概要 

 

 

2.5.3 実験結果 

 測定値の例を図2-34、図2-35に示す。なお、同図横軸の測定位置「0mm」は30°、

60°入射における送信アンテナに近い側のスリット端、同様に「2560mm」は遠い側

のスリット端を示す。 
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［基準値（A）］ 

 

［測定値（B）］ 

 

［位相変化（=B-A）］ 

図2-34 スリット状接続での電波透過に対する位相変化 

（d=160mm、h1=50mm、f=700MHz、入射角度0°） 
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［基準値（A）］ 

 

［測定値（B）］ 

 

［位相変化（=B-A）］ 

図2-35 スリット状接続での電波透過に対する位相変化 

（d=160mm、h1=50mm、f=700MHz、入射角度30°） 
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 なお、位相変化量に対する入射角度は、図2-36に示すように、受信アンテナ位置

直前のスリットと送信点との位置関係から決定した。 

 

 

図2-36 スリットへの入射角度の設定 

 

 

 全ての条件において位相量を測定し、周波数別の位相変化量を求め、スリットへ

の入射角度と位相変化量の関係として整理した結果の例を図2-37に示す。同時に、

図中に一次回帰曲線計算結果も示した。回帰を「一次」とした理由は、入射角度に

よって位相変化が生じるのは、個々のスリット長を固定した場合、重ね合わせ部を

斜めに伝搬することによる伝搬路長の変化が主要因であると考えたことによる。 
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(a) 300MHz 

 

 

(b) 700MHz 

 

 

(c) 1GHz 

図2-37 位相変化の入射角度特性（d=160mm、h1=50mm） 
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2.5.4 位相回転量に関する解析的検討 

 次に、当該部位の電波透過性状の数値解析を、FDTD法により行った。全体を図

2-38のようなモデルと考え、そのうちの「シールド材重ね部h」、「スリット固

定間隔d」に対して、図2-39のようにモデル化する。従って、当解析では図2-38

の断面図に示すような、電波の入射と透過における伝搬方向の（直角の）変化等

による位相回転への影響は含まれていない。 

 

 

図2-38 スリット状接続構造全体のモデル化 

 

 

図2-39 スリット状接続部の解析モデル 

 

 

 図2-39に示すように、スリット状接続を構成する2枚の導体板を、xy平面に平

電波の 
透過 
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行でz=0mmおよび20mmの位置にそれぞれ配置した。従って、z軸方向が平行の導体

板の隙間となり、本検討では計算機の性能上の制約から当該隙間を20mmとした。

本解析においては、スリット状接続内の電波伝搬特性が、シールド材間隙すなわ

ち導体板間隔に依存しないことを確認している21）。スリット状接続の全長は

2560mmであり、y=0mmおよびhmmのxz平面が電波の入射・透過方向となる。また、

x=±1280mmのyz平面はPML吸収境界面（Perfectly Matched Layer、解析境界に仮

想的な吸収媒質を設置して入射波を減衰させる方法）とした。y=(h/2)mmに2枚の

導体板を短絡する短絡線を間隔dmmで配置した。 

 当該構造への入射波として、y=0mm、z=10mmの位置にz軸偏波の微小線波源をx

軸方向に等間隔に63個配置した。各微小線波源の位相は全て同一（0°入射を模

擬）とし、周波数は700MHzとした。 

 スリット固定間隔d=160mmで固定、スリット重ね幅h=50mm、76mm、100mmとした

ときの、解析結果と実験結果を併せて図2-40に示す。 

 

 

図2-40 位相変化（0°入射、重ね幅変化） 

 

 

 解析結果に一律「+31.3°の補正」をかけることで、図2-40のように両者の傾

向と値は一致する。重ね幅の変化に関わらず一律の補正をかけているので、位相

量と重ね幅には、一定の相関があることが解析値と実験値の両者で示されている。

なお、「+31.3°の補正」は、先に示した電波の入射と透過における伝搬方向の

（直角の）変化等による影響及び「スリット固定間隔d」による影響と考えられ
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る。 

 次に、スリット重ね幅hが50mm、76mm、100mmのそれぞれの場合について、スリ

ット固定間隔dを8mm、16mm、32mmとしたときの結果を図2-41に示す（「+31。3°」

の補正なし）。同図をみると、スリット重ね幅と短絡間隔の変化に比例して位相

が変化することが示されており、電界位相変化はスリット固定間隔dおよびスリ

ット重ね幅hと相関があることが示された。 

 

 

図2-41 位相変化（0°入射、スリット固定間隔変化） 

 

 

 これらの実験および解析的検討により、位相変化量はスリット固定間隔d1、重

ね幅h1、周波数fの各影響を加味して求められることがわかり、この結果を基に、

後述のシミュレーションシステムにおける、スリット状接続構造からの透過電波

の追跡における位相回転量の基本的なデータとして入力した（スリット状接続部

における「位相変化量」計算条件としてのデータ）。 

 

2.6 本章のまとめ 

 

 本章では、スリット状接続構造の電磁シールド性能の定式化を進めるにあたり、まず

その基礎検討として「スリット状開口構造」の電波漏洩性状（SE）をスロットアンテナ

からの電波放射としてその周波数特性（図2-2）を推定するとともに、スリット状開口

モデルによる測定を行い、当該構造各構成要素のSEへの基本的な影響度とその周波数特



 

- 89 - 
 

性を把握した。これを踏まえて、「スリット状接続構造」に対する測定における各種の

必要な条件設定に関する知見を得た。また、「スリット状開口構造」に対するFDTD法に

よる数値解析を行い、本実験的検討の有効性を確認した。これらの検討の結果、スロッ

トアンテナからの電波放射による周波数特性の基本設定の適切性を把握した。 

 次に、上記で得られた知見を基本として、「スリット状接続構造」の性能に影響する

と思われる当該構造構成要素を基準とする各種パラメータとして、「全長」「個々のス

リット長」「スリット状接続構造を構成する両材料間の導通状態」「個々のスリットに

おける開口（隙間）の状態」を設定し、それぞれの要素の電磁シールド性能への影響度

を把握し、これらをパラメータとしたスリット状接続構造の電磁シールド性能推定式を

導出し、当該予測式による予測結果と測定値との整合性を確認した。 

 最後にスリット状接続構造に電波が入射し透過するときの位相変化について実験的

に検討した。これは、後述の「スリット状接続により構築された電磁シールド室の遮へ

い性能予測技術の開発」に対して、当該部位での透過減衰量に加えて、電界位相変化量

を計算条件としてデータ入力することが必要となることによるものである。検討の結果、

スリット状接続を透過する電波の位相変化量は、「スリット固定間隔」、「材料の重ね

幅」、「周波数（波長）」の変化による影響を受けることが示された。このことは、解

析的検討によっても示された。また、その回転量には、部位に入射し透過する際の伝搬

方向の変化等も影響していることが推測された。 
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第３章 スリット状接続により構成された電磁シール

ド室の遮へい性能予測技術 

 

3.1 検討の概要 

 

 第2章において、鉄板や銅箔等の板状・膜状の電磁シールド材料により全面を囲う電

磁シールド室における電磁シールド材料間の接続構造のうち、材料間を一定量重ね、

ネジ、釘、ステープル等の導電材により留め付ける構造（スリット状接続部構造）を

対象として、スリット状接続部の全長、重ね幅、固定間隔、開口（材料の歪や施工精

度等によってネジ等による固定間隔内において発生する隙間の程度）、導通状態等の

変化による電磁シールド性能を定量化した。さらに、その結果を基に、スリット状接

続部電磁シールド性能の予測計算方法を提案した。 

 引き続き本章では、「スリット状接続部により構成された電磁シールド室の空間的

な遮へい性能の予測」を目的とした数値シミュレーションシステムの開発（以下、「新

システム」と呼称）
1）～3）

について述べる。加えて、その予測精度を検証するために、

スリット状接続部モデルを設置した実験室における透過側電界分布の測定値と新シス

テムによる予測値との比較、および従来の虚像法による予測値との精度検証を行う。

さらに、当該構造を用いた電磁シールド室モデルを設定し、スリット状接続部からの

電波透過追跡の有無による予測結果への影響度の計算を行い、新システムの有効性を

検証する。 

 性能の定式化に続く当該予測技術は、建築構造物に必要とされる「空間の持つ環境

性能」を設計段階で把握するために必要であると判断し開発した。 

 

3.2 従来の電磁シールド室性能予測技術の現実的な問題点とその解決法 

 

 従来、三次元空間を対象とした電磁界数値解析に用いられる方法としては、FDTD法、

境界要素法、モーメント法などの適用が多い。この電磁界解析における具体的な適用

分野となっているのは、集積回路や電子機器の設計、通信用アンテナの設計、モバイ

ルフォン利用時の人体への影響度（体温上昇等）に関する検討等である。これらのモ
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デル化については、多様な形状や材質（物性）、過渡応答特性に現実的に対応できる

三次元電磁界解析技術の適用が重要であった。 

 建築空間、材料、構造等を対象としたこれらの解析技術の適用に関する近年の事例

報告としては、FDTD法による室内の電界強度分布予測における吸収境界条件に対する

PML媒質の適用4）、FDTD法による建物内での無線LAN干渉特性の解析5）、境界要素法によ

る電磁シールド材料の遮へい性能評価装置の電磁波シミュレーション解析6）、FDTD法

を用いたMRI室用シールドサッシの性能に関する電磁環境シミュレーション7）等がある。

FDTD法、境界要素法では、対象空間をメッシュ状に分割する。この時、対象周波数が

高くなる（波長が短くなる）のに比例して、より微小な寸法（「波長λ／10」程度）

による空間の分割が必要となるため、高速度で大記憶容量の演算装置を適用しない限

り、実用的な解析が困難である。さらに、分割領域に空間とは異なる物性を持つ材料

が含まれる場合では、材料の厚さと対象周波数（波長）との関係を適切に設定する必

要性から、薄い材料を高い周波数領域で解析することに対して、演算速度の高速化や

作業領域の確保が必須となる。 

 また、アンテナ等の解析に多用されるモーメント法を電磁シールド空間へ適用8)する

場合、面状の電磁シールド材を細かいメッシュ状に分割して模擬する方法が一般的に

とられるため、電磁的な閉鎖空間全体を対象とする場合、先の事例と同様の問題点を

有している。 

 これに対して、建築的な大きさの空間（居室、フロア全体、建物全体等）、かつ、

VHF帯以上の高周波数域を対象とする場合は、梁、柱や建具による表面の細かな出入り

は存在するが、対象となる居室が基本的に矩形であり、そこで大きな面積を占める壁、

天井、床の各構造物の寸法（数ｍ～十数ｍ角程度）が波長λ（300MHz～1GHzで1ｍ～0.3

ｍ）の電波と比較して大きいため、遮へい物による回折効果（迂回伝搬）や凹凸によ

る散乱効果よりは電波の直進性による影響度が顕著となるので、電波を光線的に発射

（以下「レイ」と呼称）させて電磁シールド壁面等で正反射、或いはそのまま直進透

過し、減衰するように捉える「虚像法（レイトレース法、鏡像法とも呼称）」の適用

が、大きな計算資源を必要としないという点も含めて実用的であり、適切と判断した。 
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3.3 虚像法解析の基本と電磁界解析およびスリット状接続からの電波透過現象へ

の適用 

 

 虚像法によるレイ追跡の概要を図3-1に、電波を対象とした場合の面による反射性状

（透過の場合も同様）の概要を図3-2に示す。 

 

 

図3-1 虚像法の概念 

 

 

図3-2 電波に対する反射性状の考え方 
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 図3-1に示すように、虚像法は反射面へ入射した入射波を、鏡による光の反射と同様

に面によるレイの正反射を順次追跡する方法である。二つの反射面を想定した図3-1

の例では、送信点から放たれたレイの面aにおける虚像A、同様に面bによる虚像Bを求

め、虚像AおよびBと受信点を結ぶレイが対象面が存在する空間を通過する場合に、そ

れぞれの「１回反射波」経路が成立する。更に、虚像Bと面aによる虚像Cを求め、虚像

Cと受信点とを結ぶレイが面の存在する空間を通過する場合に「2回反射波」経路が成

立する。なお、透過波については、レイが面における所定の減衰効果を伴って方向変

換せずに透過する。 

 これに加えて横波である電波の場合、図3-2に示すように、面での反射に際して、入

射波が有する電界ベクトル（ポインティングベクトルに直交する電界の向きと大きさ）

は、反射面と平行となる電界成分（TE成分）と、入射・反射波面に含まれる電界成分

（TM成分）のそれぞれの反射減衰量と位相回転量を加味して正反射することになる。

透過による減衰も同様である。 

 虚像法による従来の電波伝搬シミュレーション9)では、電磁シールド面の反射・透過

箇所の電磁シールド構造が具体的にどのように構成されているかについては無視し、

反射や透過部位が均質一様の電磁シールド性能、透過性能を有しているという前提に

よって成り立っている。しかしながら、現実の電磁シールド室の各面は、有限の寸法

を有する個々の導電性材料と、それらを繋ぎ合わせる継ぎ目構造から構成されている。

このとき、鉄板や銅箔を溶接や半田等によって（電気的に）連続的に繋ぎ合わせる工

法、或は材料としての性能が比較的低い金網を用いた場合（鉄網や銅網では網目状接

続部で錆による経年劣化が起こる。現状では亜鉛メッキ鋼材による金網の利用が多

い。）、材料に対する接続部での透過性能の低下は殆ど無視しても構わなくなり、従

来の「任意の箇所における信号の透過追跡」による方法とした場合でも問題とはなら

ないが、「スリット状接続部」により構成された構造の場合、一般的な鉄板、銅箔等

の適用を想定すると、1.2節でも示したように材料の遮へい性能が約100dB以上である

のに対して、高周波数帯域におけるスリット状接続部の遮へい性能は30～40dB程度と、

素材に対して明らかに低くなるため、素材の性能のみを対象とするのではなく、部分

的な漏洩箇所となるスリット状接続部からの電波の透過性状を加味した予測の方が現

実的であると判断できる。加えて、扉、窓、空調口、フィルター盤等の各部位と、壁
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面等との取り合い部も、スリット状接続部の一種と考えることができ、同様の解析の

適用が可能である。 

 一方、これまでの電磁シールド室の性能設計では、特記仕様等により設定される性

能目標値をMIL-STD-285法等に準拠して、壁、床、天井、建具等の各部位の電磁シール

ド仕様を設定し、電磁シールド室施工完了後に、各部位がそれぞれ要求性能を満たし

ていることを確認する方法で行われている。しかし、この方法では、電磁シールド室

の「空間として有する遮へい性能」を予測、確認することはできない。建築空間とし

ての安心・安全性の確保、経済性を重視した施工技術の必要性等から、今後は部位性

能のみだけではなく、空間としての性能評価技術が、設計、施工の各フェイズにおい

て求められる方向に進むものと考えられる。 

 これらの状況を踏まえて、本研究では、電磁シールド室や建物の空間を対象とした

性能設計において、虚像法による従来の電磁環境シミュレーションシステムを基本と

し、スリット状接続部からの電波の透過による影響度を加えた、実用的な新システム

を開発した。なお、新システムでは実物件への適用（主に基本計画や性能設計業務、

現場での品質管理業務）を前提としているため、高速度で大容量の（そして高価な）

計算資源の適用ではなく、一般的なPC環境において簡便に、迅速に運用できるものと

した。 

 

3.4 スリット状接続部により構成される電磁シールド室の遮へい性能予測シミュ 

レーションシステムの構成 

 

 新システムでは虚像法によるレイの追跡を基本とし、スリット状接続部からの漏洩

透過現象を加味した追跡を可能としたことを特徴としている。新システムのレイ追跡

方法の概要を図3-3に、計算フローを図3-4に示す。 
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スリット状接続部を分
割し二次波源とする
（個数は周波数によ
り異なる）

受信点

電磁シールド室

送信点

スリット状接続部
（材料間の継ぎ目等）

送信点からスリット状接続部への電波伝搬

壁

壁からの反射波伝搬
（従来技術）

面状透過材料
からの透過
（従来技術）

信号透過面
（性能の低い面
状透過材料）

 

 

図3-3 シミュレーションにおけるレイ追跡方法の概要 
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ＳＴＡＲＴ

室形，建物空間の作成

計算条件の設定
　　→周波数
　　→最大反射回数（面，ス
　　　リット状接続部での透過も1
　　　回とカウント）
　　→スリット状接続部入射・透
　　　過に係わる各種条件

隔壁等（面状材料）の性能設定
　　→透過減衰量
　　→反射減衰量
　　→位相変化量

材料の遮へい性能，反射減衰
性能データベース

スリット状接続部の設定
　　→位置
　　→透過減衰量
　　→位相変化量

スリット状接続部データベー
ス

電波発信点の設定
　　→位置
　　→偏波面
　　→指向特性
　　→電界強度

電波受信点の設定
　　→位置
　　→偏波面
　　→指向特性

計算実行（虚像法）

室形、計算条件、計算結果の
保存

ＥＮＤ

計算結果の表示，出力（ディスプ
レイ，数値データ）
　　→各受信点での計算対象レ
　　　イの3D表示
　　→各受信点での電界強度レ
　　　ベル（グラフ，コンター
　　　図）
　　→各受信点での到来信号時
　　　系列表示

 
 

図3-4 シミュレーションシステムの計算フロー 
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 図3-3では、正面向かって左側の面に「面状の透過部位」を、そして右側の面内に１

ヶ所の「スリット状接続部」を例示している。「面状の透過部位」においては、従来

の「電磁シールド材料における入射信号のポインティングベクトルを透過側のレイの

進行方向（透過による電界強度レベルの減衰と位相回転を加味）」とする虚像法追跡

を行う。それに加えて新システムでは、対象室壁面の任意の位置、向きに有限の線状

のスリット状接続部を構成できることが特徴としている（材料や部位の継ぎ目、窓や

扉枠等）。新システムでは、スリット状接続部において、以下に示す手法による「二

次波源」を新たに設定し、各二次波源から受信点まで、虚像法にてレイの追跡を行う。

なお、図3-3では室外から室内への電波透過を例としたが、新システムでは、室内から

室外（隣室、屋外等）への透過に対する予測も同様に可能である。また、図3-4のフロ

ー図に示す各設定・計算項目のうち、太線枠およびゴシック文字で表記された部分が、

スリット状接続部からの電波透過追跡に係わる演算項目である。 

 新システムによる予測計算において必要となる基本的な技術情報は、以下の通りで

ある。なお、空間の各種設定要素の位置、方向に関する情報は、三軸直交座標系（xyz

軸）を基本としている。 

（イ）対象構造物形状情報、および構造面内（壁、床、天井等）に設定されるスリッ

ト状接続部の位置情報 

（ロ）電波発信点・受信点（計算対象点）に関する情報（位置、偏波面、指向性） 

（ハ）スリット状接続部を透過するレイに関する情報（指向特性、位相変化量） 

（ニ）計算対象の周波数 

（ホ）透過、反射に関わるレイ追跡条件の制限（追跡を行う「透過(1回のみ)+反射回

数(複数回)」の最大値の設定） 

（ヘ）各種電磁シールド材、建築構造物、スリット状接続部の電磁的特性に関する情

報（透過減衰性能） 

 スリット状接続部における電波透過性状の追跡条件設定に対して、これまでの各種

検討結果等から得られた知見に基づいて、以下の条件を設定した。 

（1）スリット状接続部へ入射し、減衰を伴って透過する電波は、電磁シールド材料の

面内に線分にて設定したスリットの方向に対して直交する偏波成分のみとした。 

（2）スリット状接続部から透過側の空間へ放射される電波の偏波成分も、上記と同様

とした。 
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（3）スリット状接続部への入射電波は、当該構造から透過側の空間へ再放射される（二

次波源）。ここで、「スリット状接続部に分布する二次波源の個数と位置」「入

射電波のスリット状接続部への指向特性」をパラメータとして各二次波源の特性

を決定した。この二次波源は、線状の磁流と考えて設定している。これまでの知

見により、各スリット状接続部の（ビス等による）固定箇所数と二次波源の位置

や個数には相関性はないことが把握されているので、スリット状接続部の全長と

対象周波数の波長との関係から二次波源の個数、位置を設定した。 

（4）二次波源から透過側へ再放射される電波の特性は、「スリット状接続部の透過減

衰量」「透過に伴う位相変化量」「スリット状接続部のスリット方向を基準とし

て設定される透過波の指向特性」の各設定条件に沿って設定した。なお、標準的

なスリット状接続部での透過減衰量は、第２章・表2-2に準拠した。また、これ以

外の透過特性を有するスリット状接続部（扉、窓や設備貫通部と電磁シールド構

造の取り合い部から透過等）の適用を可能とするため、減衰量、位相量に関する

データベースを別途用意した。 

（5）個々の二次波源から透過側空間内に設定した受信点への伝搬は、虚像法によるレ

イの追跡と同様とした。 

  

3.5 新システムの予測精度検証 

 

3.5.1 予測精度検証用モデルの設定 

 

 新システムによる予測結果の精度を検証するため、電磁環境実験室10)を用いた実験

を行い、予測値と実験値の比較を行った。予測および実験モデルとした電磁シールド

室の概要を図3-5に、スリットモデルを図3-6に、実験用スリットモデル製作の概要を

図3-7に示す。  
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図3-5 スリット実験用シールド室の概要 

 

 

図3-6 スリットモデルの概要 

 

 

図3-7 スリットモデル製作概要 

 



- 103 - 
 

 実験では、図3-5に示す実験室の壁面に設けられた高さ200cm×幅300cm寸法の電磁

シールド性能測定用開口に、図3-6に示すスリット状接続部を構成した亜鉛メッキ鉄

板（0.3mm厚）製の試験体を設置した。図3-7に示すように、実験用モデルにおけるス

リット状接続部は2枚の鉄板を所定の全長、重ね幅、ビスピッチで固定する構造で構

成したが、スリット端部から試験体端部までは、半田処理により電波の余分な透過を

防止した。 

 スリット状接続部本数は、水平方向に1本および2本の場合の2条件とした。スリッ

ト状接続部試験体の設置用開口を除いて受信室内の各面には電波吸収体が設置して

あるが、電磁シールド室を模擬するため、スリット状接続部試験体を設置した開口部

周囲の壁と、それに対向する奥の壁面には、可能な範囲で銅箔による反射面（図3-5、

反射面A～C）を設置した。スリット状接続部の仕様、測定条件を以下に示す。 

・ スリット状接続概要： 1本スリットの場合「全長D=256cm」 

2本スリットの場合「全長D=128cm」、「スリット間隔90cm」

で上下に平行して配置 

・スリット状接続部の固定間隔：d=16cm 

・電磁シールド材料の重ね幅：h=5cm 

・対象周波数：300MHz、700MHz 

・送信点の位置：スリット状接続部正面の室外側（こちらの居室も電波暗室）中心か

ら距離300cmの地点（固定点） 

・受信点：送信点から見て受信室の奥行き方向に、スリット構成面からの距離を32cm

から304cmまで4cm間隔で線状に配置し、スリット状接続部の正面位置（ラ

イン2）とスリット状接続部の端部付近の位置（ライン1）を設定 

・偏波面：垂直（スリット状接続部を水平方向に構成したため） 

・SEの取得方法：挿入損失法（基準測定は、「試験用開口に試験体を設置しない条件

（高さ200cm×幅300cmの開口状態）」における値） 

 新システムにおける対象空間の構成、計算条件は、上記のモデルと同一とした。 

 

3.5.2 新システムにおける各種条件の設定について 

 

 予測計算を実施する前に、新システムにおける対象室内でのレイの反射回数の設定
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に関する予備的な検討を行った。 

 新システムにおいて上記モデル程度の規模を想定した「反射面が対向する空間」を

設定し、今回の条件に近い送受信点設定における最大反射回数の設定値を変化させて

受信レベルの推移（虚像法では、受信点へ到来するレイが増えることで受信レベルが

増加する傾向を示す）をみた。その結果、13回反射と14回反射との予測値との結果の

最大差異が0.5dB以下まで収束したので、先ず「14回反射における予測結果」を規準

値と設定し、計算資源上の制約（Windows PCの使用）から、今回の予測計算では、上

記規準値に対して3dB以下の差異に収まる反射回数を把握した結果、「室内において

最大6回の反射までのレイを追跡する」ことを許容される精度条件とした。 

 反射回数の設定に起因する許容誤差の範囲を3dBとした理由は以下のとおりである。

電磁シールド室の性能設計は大凡5dBピッチで決定されるので、設計上容認される誤

差は「±2.5dB」となる。従って、本性能予測においては、「3dB」までの誤差を許容

した。 

 予測モデルと実験モデルの形状、寸法は同一とした。なお、予測計算における、「二

次波源数設定」「各二次波源からの放射における位相変化量」「二次波源への入射・

透過信号の指向特性」「スリット状接続部の絶縁面積率およびスリット隙間」の各設

定は、文献1）～7）、9）、10）に示すスリット状接続構造の電磁シールド性能把握

とその基準化に関するこれまでの検討結果から設定した。 

 

3.5.3 従来の虚像法システムによる予測 

 

 上記に加え、新システムの有効性を検証することを目的として、以下の条件による

従来の虚像法システムでの予測計算を行った。 

 図3-8左側に示すように、従来の虚像法ではスリット状接続構造（透過部位）が、

送受信点間に求められるレイの線上にない限り認識されない。これに対して、同図右

側に示すように、新システムでは、面状の透過に加えて、構成されたスリット状接続

構造からの透過影響を加味することが可能となる。 

 虚像法での予測に際して、スリット試験体（高さ200cm×幅300cm）を、「一様な透

過減衰性能を有した面状の透過面」として条件設定することが適切と考えた。現実に

は、スリット状接続部以外は、鉄板で全て覆われているので、スリット状接続部の透
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過減衰量（予測値、測定値）をそのままの状態で「面としての性能」に置き換えるこ

とには問題がある。そこで、実験用モデルでの測定時に実施した「面に沿った受信レ

ベル分布測定データ」を活用し、この結果を用いて「面としての性能」とすることと

した。 

 図3-9に示すように、まず「開口時」と「試験体設置時（1本スリット、および2本

スリット）」の両条件における、試験体面（開口時は該当する部位）から受信側1m

の距離での、試験体正面中央部から左右方向±1.2m（全長2.4m）、上下方向±1m（全

長2m）の部位の（十字型の）連続的な受信レベル分布測定値を把握した。次に、受信

点毎に「開口時」と「試験体設置時」の受信レベル差を算出し、さらにその差の平均

値を求めた（この考え方では「1本スリット、300MHz」「同、700MHz」「2本スリット、

300MHz」「同、700MHz」と、条件毎にそれぞれ個別の透過減衰量の設定を必要とし、

実用には適さない）。 

 なお、「開口時」予測においては、スリット状接続部が存在しないため「新ンシス

テム」と「虚像法」とは同一の結果となるので、虚像法での予測を実施していない。 

 

 

 

(a)従来の虚像法         (b)新シミュレーション 

図3-8 スリット状接続構造を有する透過面に対するレイの追跡例 
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(a)スリット1本             (b)スリット2本 

図3-9 スリット状接続構造を有する試験体に対する等価的なSE取得方法 

      （試験体設置時の測定） 

 

 

3.5.4 予測値と実測値の比較結果 

 

 上記による測定値、新システム予測値、虚像法予測値を、スリット状接続部試験体

に関する与条件（1本スリット、2本スリット、H2m×W3m開口時）、周波数、受信点ラ

イン毎に比較した結果を図3-10(a)～図3-12(d)に示す。この結果から、下記のことが

示される。 

（1） 各条件において、ライン1とライン2の新システム予測値と測定値とは、一部

の条件において多少の差異が認められるが、概ね良好な対応関係を示したのに

対して、虚像法測定値はこれらに対してやや異なる電界強度レベルを示す条件

がみられ、新システムの有効性が示されたと考えられる。 

（2） 受信点別に新システム予測値と測定値を比較すると、直接波と反射波に起因

するヌル（両者が逆位相となり界強度が相殺される部位）、ピーク位置が多少

異なる条件が存在した。原因は、実験時の各設定条件の精度（スリット状接続

部、反射面、送受信アンテナの相対位置等）によるものと推定している。しか

し、新システムの目的とする「電磁シールド室の空間的なレベル分布・SE性能

把握」という面からは、受信点への到来電波の最大値の把握が重要と考えられ

る。この観点から、最大受信レベルは多くの受信点で5dB程度以内の差異に収ま

っており、実用上、許容できる予測精度が確保できるている。 

（3）上記と同様の結果は、高さ2m×幅3mの開口時でも得られた。開口時とスリット
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状接続部試験体設置時のレベル差を電磁シールド性能と考えると、スリット状

接続部による電波の透過性状は、新システムにより良い精度で把握できる。 

（4） 従来の虚像法による予測値は、700MHzでは測定値に比較的近似する結果とな

ったが、300MHzでは測定値に対して最大10dB程度の差異となり、大きく傾向が

異なった。あらゆる条件のもとにおいても安定した予測精度を確保するという

観点から、新システムの有効性が示された。 
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凡例）実線：測定値 破線：新システム予測値 点線：虚像法予測値 

  
(ａ）ライン1・300MHz 

 

 
(b) ライン1・700MHz 

図3-10 予測値と測定値の比較結果（1本スリット時） 

 



- 109 - 
 

凡例）実線：測定値 破線：新システム予測値 点線：虚像法予測値 

 
 (c) ライン2・300MHz 

 

 
(d)ライン2・700MHz 

図3-10 予測値と測定値の比較結果（1本スリット時、つづき） 
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凡例）実線：測定値 破線：新システム予測値 点線：虚像法予測値 

 
(ａ）ライン1・300MHz 

 

 
(b) ライン1・700MHz 

図3-11 予測値と測定値の比較結果（2本スリット時） 
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凡例）実線：測定値 破線：新システム予測値 点線：虚像法予測値 

 
(c) ライン2・300MHz 

 

 
(d)ライン2・700MHz 

図3-11 予測値と測定値の比較結果（2本スリット時、つづき） 

 



- 112 - 
 

凡例）実線：測定値 破線：新システム予測値 

 
(ａ）ライン1・300MHz 

 

 
(b) ライン1・700MHz 

図3-12 予測値と測定値の比較結果（開口時） 
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凡例）実線：測定値 破線：新システム予測値 

 
(c) ライン2・300MHz 

 

 
(d)ライン2・700MHz 

図3-12 予測値と測定値の比較結果（開口時、つづき） 
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3.6 電磁シールドルームモデルによる予測例 

 

 新システムと従来の虚像法を用いて、より現実に近い電磁シールドルームモデルに

おいて、「スリット状接続部からの透過（減衰）信号追跡の有無」による室内の受信

レベル分布予測結果への影響度に関する比較検討を行った。 

 対象モデルおよび予測時の設定条件を図3-13に示す。30～40dB程度のSEを有するモ

デルを想定し、対象室の壁の1面にSE=40dBの電磁シールド窓を置き、そこへ、窓面の

正面より水平方向斜め30°からの入射角度で、距離約10000cm（=100m）の位置から

700MHz、水平偏波の電波を送信させた。電波が入射する窓付き壁面と隣接する壁面（両

面とも送信電波の直接波が入射する）に、90cmの間隔で垂直方向のスリット状接続部

（長さ300cm、重ね幅5cm）を配置した。表2-2に示すスリット状接続部の電磁シールド

性能予測方法では、各スリット状接続部は700MHzで約31dBの性能と求められる。モデ

ルルーム室内への電波の透過は、「窓面のみ（条件Aと呼称）」および「窓面とスリッ

ト状接続部（条件Bと呼称）」の2条件とした。また、室内での最大反射回数は6回とし、

受信点はxy平面上（水平面）に50cm間隔で、室内全体に渡りメッシュ状に配置した。

なお、送信点からの電波強度は、モデルの外壁付近で約100dBμV/mの強度で到来する

レベルに出力を設定した。 

 「窓面のみの透過（条件A）」の予測結果を図3-14に、「窓面とスリット状接続部か

らの透過（条件B）」の予測結果を図3-15に示す。 

 これらの結果から、以下のことが示される。 

（1） 条件Aでは室内での電界強度レベル分布の平均値は約58dBμV/mとなり、空間的

にはSEが約42dBと推定されたのに対して、条件Bでは  平均でレベル分布の平均

値は67dBμV/mとなり、約33dBのSEとなる。両者の差異は、後者がスリット状接

続部からの影響度をも加味した予測であることであり、従来の虚像法に対して、

新システムの適用が空間としてのSEを適切に評価している。 

（2） 室内でのレベル分布をみると、条件Aでは、窓面付近および透過電波が室内へ

そのまま直進する方向の受信点での電界強度が、他の部位に比して極端に高い値

となるのに対して、条件Bでは、壁面に設けたスリット状接続部と電磁シールド

窓からの透過による両者の影響が室内全体において適切に評価された分布性状

となっている。 
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 本検討により、壁面等に用いられる電磁シールド材料は基本的に非常に高いSEを有

しているため、相対的にSEの低い電磁シールド窓等の部位に対して、スリット状接続

部により構成された電磁シールド室の空間性能の予測や評価において、従来の虚像法

が有する「材料接続部からの電波の漏洩を加味できない」という弱点を明確にすると

ともに、これらの問題を解消できる新システムの有効性が示された。 

 

Tx

≒10000cm

30°

～

～
電磁シールド窓
(W180cm×H90cm,40dB)

700MHz,水平偏波,
約100dBμV/mで外壁に入射

スリット
(重ね幅5cm,
 固定間隔30cm)

540cm

540cm

30
0c

m

x

yz

 

図3-13 電磁シールドモデルルームおよび計算条件の概要 
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図3-14 「壁面のみ透過｣時の電界強度レベル分布予測結果 
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図3-15 「壁面とスリット状接続部」透過｣時の電界強度レベル分布予測結果 

 

 

3.7 本章のまとめ 

 

 スリット状接続部により構築された電磁シールド室の遮へい性能予測を目的とした

新シミュレーションシステムを開発し、検証用モデルによる予測値と測定値による検
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討、そしてスリット状接続部により構成されたより現実的な電磁シールド空間への新

システムの適用例について検討した。本検討により、下記の知見、結果を得た。 

（1）新システム予測値と実測値とは良好な整合性がみられ、適切な条件設定を行うこ

とで、電磁シールド空間の遮へい性能予測法として高い精度が確保できる。 

（2）新システムと従来の虚像法との比較においても、新システムが高い予測精度と実

用性を有している。 

（3）スリット状接続部で構成された居室に到来する外来ノイズの、対象室内での電磁

環境の予測において、新システムではスリット状接続部からの影響度を空間とし

て適切に評価でき、従来の虚像法に対して、性能設計や評価における優位性が示

された。 
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第４章 スリット状接続構造の電磁シールド性能向

上化技術の開発 

 

4.1 検討の目的 

 

 第２章において、スリット状接続構造の電磁シールド性能SEの定性化を行い、SE

が主に全長D、個々のスリット長dに影響を受け、その周波数特性を「d/λ(波長)」

によって基準化することが可能であることを明らかにした。さらに、スリット状接

続構造を構成する「重ねられた2枚の板状材料」間の導通性能、および材料の品質

（素材の撓みや歪み）と施工精度に起因して生ずる「開口部（ビス止め間の隙間）」

の状態がその性能値に影響することを示した。 

 本章では、上記の性能劣化要因である、スリット状接続構造接合部の品質の改善、

すなわち遮へい性能の向上を目的とした、施工現場において適用可能と思われる改

良構造案を複数考案し、各構造の効果1）、および改良効果の高い構造に対する実用

化2）について検討した結果について述べる。 

 

4.2 改良構造の概要 

 

 図4-1に各改良構造の断面概要を示す。2.4.5.2において「つば付き接続」が材料

間の強い押しつけ効果によりスリット状接続になりにくいという結果が示された

ように、SEの向上には「材料間の導通性能の確保」「隙間の低減、消滅」が有効で

あるとの知見から、これらの効果が得られると推定され、かつ現実的に施工現場に

おいて材料等の加工ができ、施工上も問題ないと思われる仕様1～仕様8を設定した。

改良案の主な内容は下記の通りである。 

・ ビスに対するワッシャーの挿入： 仕様1 

・ 材の折り曲げ： 仕様2、仕様3 

・ 材の折り返し： 仕様4 

・ 溝加工： 仕様5、仕様6 

・ 押さえ材としてのステープル材の適用： 仕様7、仕様8 

 比較のため、特に断面形状等の工夫を加えない「仕様0-1：通常構造」、および

スリット状接続部に導電性の緩衝材を連続的に挿入する構造「仕様0-2：緩衝材の

挿入」についても併せて測定した。導電性の緩衝材とは棒状や筒状のゴム材の周囲

に、導電性の網材や繊維材を巻き付けたもの、あるいはゴム材自体に導電性を付与

した材料であり、ここでは一般に「シールドブロック」と呼称されるものを使用し
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ている。この「緩衝材の挿入」は現実に最も良く適用される改良方法ではあるが、

施工時の緩衝材の安定的な保持や均一な押さえつけに細心の注意が必要であり、劣

化や破損への対応（修理、交換等）は殆ど不可能な構造である。従って、本検討に

おいて当構造は参考資料として扱うこととした。なお、同一の改良構造であっても、

複数の構成形態が考えられるものについては、仕様番号に枝番を付けて表示した。 

 仕様7、8の「ステープル」とは、紙に「コ」の字形の針（Staple）を刺し通し、

針先の部分を両側から平らに曲げて紙を綴じる文具（通称：ホチキス）と同様に、

重ね合わされた建築材料を「コ」の字形の針で接続固定する（折り曲げは行わない）

接合方法である。 

 上記は本論文の検討対象であるスリット状接続構造のうち、「重ね合せ構造」の

改良となる。「重ね貼り構造」については「重ね合せ構造」の応用として対応が可

能であり、「つば付き構造」はやや特殊な断面構造（構造上必要となる「断面の厚

さ」に起因して現場において適用される場合が限られる）に含まれるので、本検討

の対象外とした。 

 図4-1の一部の構造においてスリット状接続部が「開口」のように開いているよ

うな表現は断面構造説明上のものであり、実際には「開口」が極力開かないように

製作している。 
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（断面加工寸法の単位：mm） 

図4-1 スリット状接続改良構造の概要 

 

 

 

 



- 122 - 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（断面加工寸法の単位：mm） 

図4-1 スリット状接続改良構造の概要（つづき） 
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（断面加工寸法の単位：mm） 

図4-1 スリット状接続改良構造の概要（つづき） 

 

 

4.3 実験方法および条件 

 

 第２章、第３章で使用した実験室3)の電磁シールド性能測定用開口に亜鉛メッキ

鉄板（0.3mm厚）を設置し、図4-2に示すようにその中央部水平方向に全長D=640mm、

材料の重ね幅h=50mmの各スリットモデルを構成し、間隔d=80mmにてステンレスビス

で短絡した。スリット状接続部におけるビス固定に対して、試験体の裏面全面には

合板を敷設した。測定は、日本建築学会電磁環境小委員会が提案した「材料の電磁

シールド性能測定方法」4）に準拠し、送信アンテナは試験体正面3000mm点で固定さ

せ、スリット状接続構造の透過側300mmの距離において、受信アンテナを40mmピッ

チで移動させながら受信レベル分布を計測した。基準値は、対象の試験体が無い状

態で上記と同一の送信アンテナ位置、受信アンテナ位置および移動により把握した。

図4-1において送信アンテナは下側（屋外側）、受信アンテナは上側（シールド室
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内側）とした。実験室の開口部に直立して設置される試験体において、その水平方

向にスリット状接続構造を構成したため偏波面は垂直とした。また、周波数は70M、

100M、300M、700M、1G、3G、7G、10G、18GHzとした。受信アンテナの移動により得

られた各SEのレベル変動データから各周波数毎の算術平均値を求め、SEの周波数特

性値として整理した。なお、対象としたスリット状接続構造の「d/λ=0.5」（=ス

ロットアンテナとした場合の共振周波数）となる周波数は1875MHzである。 

 

 
 

図4-2 スリット状接続改良構造試験体の概要（スリット状接続部のみ表示） 

 

4.4 実験結果 

 

4.4.1 導電性緩衝材挿入の効果 

 

 「仕様0-1:通常構造」と「仕様0-2:緩衝材の挿入」のSE周波数特性の比較結

果を図4-3に示す。以降の各検討において、「仕様0-1:通常構造」のSEを比較基

準としてその改善効果を示す。なお、「仕様0-1」の実験は第２章に対して改め

て実施しているが、SEは同章2.4.5.1で得た値と比較しても、ほぼ同一の結果が

得られていることを確認している。 

 緩衝材の挿入により2dBから25dBの性能の向上（各周波数向上レベルの算術平

均は11dB)がみられ、改善効果が確認できる。導電性緩衝材が2枚の鉄板間に柔

軟に密着し、これはある程度の導通が確保されたことによる。 
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図4-3 SE周波数特性（緩衝材挿入の効果） 

 

4.4.2 ワッシャー挿入の効果 

 

 「仕様1:ワッシャーの挿入」のSE周波数特性を図4-4に示す。ワッシャーの挿

入により性能の向上は-2dB～14dB（平均3dB）となり、改善効果は非常に少ない。

多少の改善効果は、ワッシャーの挿入によりビス周辺のより広い面積で押し付

けられたことによる。 

 

図4-4 SE周波数特性（ワッシャー挿入の効果） 

 

4.4.3 材折り曲げの効果 

 

 「仕様2:内側折り曲げ」「仕様3:外側折り曲げ」のSE周波数特性を図4-5に示

す。内側への折り曲げによる性能の向上は-1dB～14dB（平均6dB）、外側への折

り曲げによる性能の向上は-18dB～-5dB（平均-12dB）となる。内側折り曲げで
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は、当加工によりビスによる材料接触部の押さえつけ効果（隙間の低減）があ

る程度機能することによる効果である。これに対して、外側への折り曲げでは、

材料接続部におけるビスによる材料の押さえつけ効果が殆ど機能せず、逆に材

料接触部が減少しSEが低減している。 

 

 

図4-5 SE周波数特性（材折り曲げの効果） 

 

4.4.4 材折り返しの効果 

 

 「仕様4-1:折り返し（小）」「仕様4-2:折り返し（中）」「仕様4-3:折り返

し（大）」のSE周波数特性を図4-6に示す。「折り返し（小）」による性能の向

上は13dB～39dB（平均22dB）、「同（中）」による性能の向上は-2dB～33dB（平

均15dB）、「同（大）」による性能の向上は-10dB～-1dB（平均-6dB）となる。

「折り返し（小）」により大きな改善効果がみられるが、「同（中）」、「同

（大）」へ推移するに比してその効果は顕著に低下し、「同（大）」では逆に

性能が低減した。同一思想の改善手法であっても、「スリット状接続構造」に

おける「折り返し処理」の相対的な寸法（比）が、その効果に大きな影響を与

えることが示された。 

 今回、詳細な条件設定を行った訳ではないので明確な理由を把握できないが、

「折り返し（小）」と「同（中）」はビスによる折り返し部での押さえつけが

てこの原理（支点、作用点、力点）により良好に発揮されたのに対して、「同

（大）」は折り返し部がビスを跨いでいることから、折り返し面が最も大きい

（＝材料間の接触面積）にも関わらず、この原理が機能しなかったと考える。 
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図4-6 SE周波数特性（材折り返しの効果） 

 

 

4.4.5 溝加工の効果 

 

 「仕様5:溝加工（片側）」「仕様6: 溝加工（両側）」のSE周波数特性を図4-7

に示す。「溝加工（片側）」による性能の向上は-3dB～18dB（平均8dB）、「同

（両側）」による性能の向上は8dB～28dB（平均13dB）となる。「溝加工（両側）」

により一定の改善効果がみられるが、「同（片側）」ではその効果は低下した。

スリット状接続を形成する両側の材料の溝加工は、片側の溝加工に対して材料

間の圧着力は弱いが、溝加工部分が大きく確かな接触面積を確保すると予想さ

れ、結果として相対的に大きな遮へい効果を生んだ。 

 

 

図4-7 SE周波数特性（溝加工の効果） 
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4.4.6 ステープル材固定の効果 

 

 「仕様7:ステープル材（スリットに直交）」「仕様8: ステープル材（スリッ

トに平行）」のSE周波数特性を図4-8に示す。「ステープル材（スリットに直交）」

による性能の向上は-3dB～11dB（平均2dB）、「同（平行）」による性能の向上

は6dB～23dB（平均12dB）となる。同じステープル材による固定であっても「ス

リットに平行」して固定することで、一定の改善効果がみられる。固定による

その周囲の導電性の確保は同程度と考えられるが、ステープル固有の「直線状

の固定」方向がスリット状接続と同一となることで、遮へい効果が増したと考

えられる。 

 

 

図4-8 SE周波数特性（ステープル材固定の効果） 

 

4.5 改良構造の効果比較 

 

 上記の各改良構造を検討した結果、以下の構造において良好な改善効果が認

められた。 

・ 仕様1：ワッシャーの挿入 

・ 仕様2：内側折り曲げ 

・ 仕様4-1：折り返し（小） 

・ 仕様6：溝加工（両側） 

・ 仕様8：ステープル材（スリットに平行） 

これらの各改良構造のSE2を「通常構造」のSE1と比較した遮へい効果量ΔSE

（=SE2-SE1）の周波数特性結果を図4-9に示す。この結果から、下記のことが
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示される。 

（1）各仕様とも相対的に､1000MHz以下の周波数帯域よりも1000MHz以上の帯域の方

がやや良好な遮へい効果となる。これは、低周波数域の性能の改善が高周波数

域より困難であることを示しているが、一般に、低周波数域の方が高周波数域

より本来のSEが高いので、それによる現実的な影響は小さい。 

（2）各構造に対して各周波数のΔSEの平均値を改良効果の尺度とした場合、「折

り返し（小）（ΔSE平均値：22dB）」が最も改善効果が特に高く、それに「溝

加工(両側) （ΔSE平均値：13dB）」「ステープル(平行) （ΔSE平均値：12dB）」

が続く結果となった。 

 

 

図4-9 主な構造の改善効果比較結果 

 

 

4.6 スリット状接続改良構造の実用化に関する検討 

 

4.6.1 スリット状接続改良構造の実用化において検討すべき事項 

 

 4.5節に示すように、「仕様4-1：折り返し（小）」が性能上優れた改良構造で

あることがわかった。当構造の実用化に対して、以下の事項について明らかにす

る必要がある。 

・ 性能確保に留意すべき事項、および同等の性能維持が予想される類似の（派

生する）同様構造について 

・ 現場での施工における材料の準備（事前加工）や施工方法（手順） 

以下に、これらの検討結果を示す。 
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4.6.2 性能確保への要点および類似の同様構造について 

 

 改めて、検討対象とした改良構造の概要を図4-10に示す。同図に示すように、

材端部を適切に「J字型」に折り曲げ、折り曲げ部に掛からない位置でビス（ある

いは釘等）止めすることが性能向上の観点から重要である。さらに、隣接する部

材との接続部における「油脂類や塗装等の排除」が施工管理上必要である。また、

第２章にも示したように、接続する両材料が可能な限り密着することが必要であ

るため、最終的にビス等で両材料を固定する際に、折り曲げ部が「ばねのような

圧縮に対する抵抗材（材料の圧着性確保および隙間の除去）」となることも重要

である。 

 次に、当改良構造を用いた類似の構造について検討した結果を図4-11に示す。

同図（a）は、材端部をJ字状に曲げるのではなく、同様な形状の導電性板材（V

字型アダプタと呼称）を設置する手法である。材料自体は、多くの場合約90cm幅

のロール状の形態で供給される。この材料を施工現場等において、図4-10に示す

ように一様に折り返し加工することが困難な場合があると想像される。この解決

方法として、別途、帯状の「V字型アダプタ」を製作し、接続部に設置、片方の板

状材とビス等で一緒に、もう一方の材料に押さえつける方法が有効である。 

 また、図4-11(b)は、重ね貼り接続構造への適用例である。当該構造においては、

帯状の目地材料が別途必要なため、この両端を折り曲げ加工することで適用が可

能となる。なお、つば付き接続構造においては、一方の折り返し処理、または別

途目地材の適用が困難なため、当該改良構造の適用は検討範囲から除外した。 

 

折り返し処理
・ばね状の抵抗
・油脂、塗料等の除去ﾋﾞｽ、釘等

確実な押さえつけ
押さえつけ(ﾋﾞｽ、釘等)

折り返し処理
導電性板材(鉄板等)

 

図4-10 スリット状接続改良構造 

 

V字型ｱﾀﾞﾌﾟﾀﾋﾞｽ、釘等
押さえつけ

    

ﾋﾞｽ、釘等
押さえつけ

 

   (a)折り返し用V字アダプタの適用構造     (b)重ね貼り接続構造への適用 

図4-11 スリット状接続改良構造から派生する構造の例 
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4.6.3 現場での施工における事前準備や施工方法について 

 

 次に、現場施工への適用に対する問題点と、その解決方法について検討する。

現場において、ロール状で供給される板状の電磁シールド材は、床面を除く壁、

天井、柱、梁等においては長方形に整形された状態で施工される。この時、材料

間接続のコーナー部では、通常3枚（T字型目地）、4枚（十字型目地）の材料が重

ね合わされることになる。2枚の材料の接続部では問題ないが、3枚あるいは4枚の

コーナー接続部では多重の重ね合せとなり、部分的にシールド層の厚さが増大す

るとともに、効果的な隙間の除去が困難となる。これを解決するためには、3～4

枚の重なりが起こるコーナー部における材料や施工方法の工夫が必要になる。こ

れを解決することを目的とした材料の事前加工、および壁面等を対象とした施工

手順について整理したものを図4-12に示す。 

 図4-12(a)に示すように、材料間の重ね幅をh、折り返し幅をkとし、同図(b)に

示すように長方形の材料の一部を指定の寸法にてカットし、さらに幅kにて事前に

折り返す。なお、左上部のカット部の寸法は同図に示すように2種類存在する。 

 このように加工された材料を施工表面の左上から水平右方向に一列に施工し、

この後一段下の列に移り、同様に施工する。以降、この手順を繰り返す。 

 この時、各板材の目地を碁盤の目状に施工する場合（十字型目地）は、同図(c)

のようになるが、格段の板材をずらして施工する場合（T字型目地）は、2段目（お

よび偶数段目）の板材を同図(d)に示すように全体寸法を調整したものを（寸法短

縮版）事前に準備することになる。なお、各段の最も右側に施工される材料も、

面の寸法に合わせて材料の寸法を調整する必要が生ずる。 

 施工の容易性からは十字型目地であるが、各目地の全長を短くし、各コーナー

部で重なり合う板材の枚数を少なくすることは、性能確保の上で有利になること

から、T字型目地の方が好ましい。 
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図4-12 スリット状接続改良構造における目地構造の例 
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4.6.4 実際を模した施工モデルに対する性能の検証 

 

 上記の検討に引き続き、より実際に近い施工モデルに対するSEの把握を試みた。

図4-13に示すような、重ね合せスリット状接続構造の十字目地モデルを作成した。

測定における条件を下記に示す。 

・水平方向スリット全長DH≒2560mm 

・垂直方向スリット全長DV≒1280mm 

・個々のスリット長（スリットの固定間隔）d≒640mm、160mm、80mm、40mm 

・折り返し部の長さk=15mm 

 試験モデルには直交する目地が存在するため、測定対象偏波面は垂直および水

平とした。測定は、2.3.1.4に示す方法とした。 

 個々のスリット長を変化させた場合のSEの差異を、対象としたスリットおよび

偏波面別に整理し、図4-14に示す。これらの結果から、下記のことが示される。 

（1）スリット固定間隔d≒80mmで比較すると、図4-6に示す「折り返し（小）」の

測定値とほぼ同程度のSEを示した。十字目地構造部での性能低下は殆どみら

れなかった。 

（2）「スリットの固定間隔d≒40mm」「同80mm」が，10GHz付近まで60dB程度以上

の高いSEを示す。固定間隔d≒40～80mmでは殆どSEに差異はみられず、「固

定間隔d≒80mm」程度で、目地部分においても充分な圧着効果が期待できる。 

（3）「d≒160mm」では，1GHz付近まで60dB程度以上、10GHz付近で40dBのSEとな

った。 

（4）「d≒640mm」では1GHz以上で30～40dB程度のSEとなり、折り返し構造におい

ても十分な圧着効果は得られない。 
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③ ④

50

5
0

DH≒2560mm

D
V≒

1
28

0m
md≒640mm時

d≒
6
40
m
m時

注意）施工手順：①→④

ビス止め

（亜鉛メッキ鉄板）

折り返し加工

 

(a)十字目地構造モデル試験体正面図（d≒640mm時） 

 

① ②

③ ④

折り返し加工

 

(b)十字目地接続部における各材料の端部形状（a図丸印部分） 

図4-13 「折り返し構造」による十字目地試験体の概要 
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(a)水平方向目地測定結果（垂直偏波） 

 

 

(b) 垂直方向目地測定結果（水平偏波） 

図4-14 折り返し構造十字目地試験体測定結果 

 

 

4.7 本章のまとめ 

 

 スリット状接続構造の電磁シールド性能の向上化を目指した改良仕様に対する

性能の検証実験を行い、そのうちの最も性能の向上化が見込める構造を対象として、

その実用化に関する検討を行った。本検討により、下記の知見、結果を得た。 

（1）各改良構造を検討した結果、「ワッシャーの挿入（ΔSE=-2～14dB）」「内側

折り曲げ（ΔSE=-1～14dB）」「折り返し（小）（ΔSE=13～39dB）」「溝加工

（両側）（ΔSE=8～28dB）」「ステープル材（スリットに平行）（ΔSE=6～23dB）」
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の構造において良好な改善効果が認められる。 

（2）上記のうち、各構造のΔSEの平均値を基準とすると、「折り返し（小）（Δ

SE平均値：22dB）」が最も改善効果が特に高く、それに「溝加工(両側) （Δ

SE平均値：13dB）」「ステープル(平行) （ΔSE平均値：12dB）」が続く結果

となる。また、全体として､低い周波数帯域よりも高い帯域の方がやや良好な

効果を示す。 

（3）「折り返し（小）」構造に対する応用構造の検討を行い、重ね合せ接続にお

ける折り返し部に、別途V字アダプタを用いる方法、および重ね貼り構造への

適用方法を見出した。 

（4）「折り返し（小）」構造を実際の施工現場に展開するための手段として、長

方形の板状材料の適切な事前準備（形状の加工と折り返し）、そしてこれを用

いた現実的な施工方法を考案し、施工手順および施工管理上の注意点について

把握した。 

（5）「折り返し（小）」構造の十字目地部構造においても、一方向目地測定結果

と同様のSEとなり、良好な性能を維持した。 
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第５章 結論 

 

 電磁シールド室は一般に長方形の板状あるいは膜状電磁シールド材料（亜鉛メッ

キ鉄板、銅箔、アルミ箔等）や建具等により対象空間全体を覆うことで建築的に構

成されており、そこには必ず「シールド材料の接続」が存在する。計測用、研究用

施設等の高性能な電磁シールド空間の場合は、当該部位に対して半田や溶接による

連続的な接続処理を行うのが一般的であるが、EMC対策用、各種無線通信環境の制

御等を目的とする低～中性能の空間では、建設コストや工期を節約するため、より

簡易ではあるが信頼性の高い構法を用いる。多くの場合、隣接する電磁シールド材

料を一定の幅で重ね代をとり、ネジ、釘、ステープル等の導電材により留め付ける

方法（本論文では「スリット状接続」と呼称した）がとられる。そこが電磁シール

ド室の性能を維持するうえでの弱点となりやすいが、これらの構造と電磁シールド

性能を系統的に研究した事例は殆どない。 

 本論文ではこの点に着目し、「スリット状接続」を対象とした性能把握と性能設

計方法の検討、およびこれらの施工方法を用いた電磁シールド室の性能予測技術、

そして性能向上を目指した施工技術の検討を対象とした。具体的には、電磁シール

ド材料間のスリット状接続を対象とした下記の各項目を主な検討課題とした。 

（1）スリット状接続の電磁シールド性能（SE)に対する構成要素の影響度の把握と、

性能予測方法の提案 

（2）スリット状接続により構成された電磁シールド室内空間および周辺外部空間

の性能予測シミュレーション技術の提案 

（3）スリット状接続の電磁シールド性能向上を目的とした簡易的な改良技術の提

案 

 この(1)について第2章、(2)について第3章、(3)について第4章で検討を行った。

以下に各章の成果を記す。 

 

 第１章では、研究の技術的な背景として、環境電波ノイズによる問題の概要と、

電気、電子機器への技術的な対応の概要、そして建設業界としての対応の必要性に

基づく対策の実施状況について説明した。続いて、本論文を展開するに際して必要

となる電磁シールド性能の基本事項と、各施設の電磁シールドの適用理由と一般的

な性能、電磁シールド室構成の概念、個々の電磁シールド材料と性能値を例示する

ことで、「スリット状接続構造」の適用理由とその条件について述べ、当該構造に

対する性能設計上の問題点を明らかにした。 

 

 第２章では、スリット状接続構造電磁シールド性能の定式化を進めるにあたり、
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その基礎検討として、先ずスリット状接続構造の構成要素の性能値への影響度を把

握するため、当該構造を単純化した、開口幅数mm、全長数cm～数m程度の長方形開

口が長手方向に約1mmの間隔（導電材で短絡している）で複数連なった「スリット

状開口構造」に対する検討を行った。導電材の短絡部分は、「ネジ、釘、ステープ

ル等の導電材を等間隔に施工する」ことを想定している。検討では、その全長、導

電材による短絡の間隔、開口幅を可変条件とし、各構造条件と電磁シールド性能

（SE）の関係を把握した。また、FDTD法によるスリット状開口に対する数値解析を

行い、実験結果の有効性を検討した。 

 これらの検討により下記の結果を得た。 

（1）得られた透過特性は、スロットアンテナからの電波放射を基本とした考え方

で説明し得る。 

（2）スリット状開口構造のSEに影響する要因として、接続の全長D、導体の短絡に

よる個々のスリット状長d、開口幅h（スリット状接続構造における開口部の存

在）が影響する。 

（3）これらの構造の性能値設計法提案のための測定結果の整理方法として、「ｄ/

λ(波長)」による基準化が有効である 

（4）「d/λ＜0.5」では「d/λ」の増加に対してSEが反比例する相関が確認された

が、「d/λ＞0.5」では「d/λ」の増加に対してSEはほぼ一定の値となった。 

（5）FDTD法による数値解析結果は実験結果と良好に一致し、実験の有効性が確認

された。よって、今後の検討では、実験結果を基に議論を進めることとした。 

 上記の結果に基づき、スリット状接続構造モデルを対象に、その性能に影響する

と思われるパラメータとして「全長」「個々のスリット長」「スリット状接続構造

を構成する両材料間の導通状態」「個々のスリットにおける開口（隙間）の状態」

を設定し、それぞれのSEへの影響度を把握した。この結果を用いてスリット状接続

構造の電磁シールド性能予測式を導出した。 

 これらの検討により、下記の結果を得た。 

（1）「重ね合せ」「重ね貼り」「つば付き」の各断面形状（図2-18参照）の違い

によるSEの差異は認められない。ただし、「つば付き接続、導通状態」では、

ビスでの固定時に接続部の端部（つば先端または根元）が強く押し付けられた

ため、「スリット状の隙間」が構成出来ないことがわかった。 

（2）スリット状接続時の両材料間の導通状態が、「d/λ≦0.5」の領域においてSE

に影響する。 
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（3）スリット状接続時の両材料間の隙間の有無およびその程度が、「d/λ≦0.5」

および「d/λ＞0.5」の領域においてSEに影響する。 

（4）SEに対するスリット状接続時の両材料の重ね幅hの違いは、h=25～100mmの範

囲において認められない。 

（5）全長Dの違いにより、「d/λ≦0.5」の領域においてSEの差異として把握され

た。 

（6）上記（2）～（5）の結果を基に、SEの予測方法について提案（表2-2参照）し、

予測結果と実測値との良好な相関を得た。 

 引き続いて「スリット状接続部により構成された電磁シールド室の空間的な遮へ

い性能の予測」に必要となる、スリット状接続構造の透過による位相の変化につい

て検討した。その結果、スリット状接続を透過する電波の位相変化量は、スリット

固定間隔、材料の重ね幅、周波数（波長）の変化による影響を受けることが示され

た。このことは、解析的検討によっても示された。また、その回転量には、部位に

入射し透過する際の伝搬方向の変化等も影響していることが推測された。 

 本検討結果は、スリット状接続構造のSEを定性定量的に把握でき、これに類する

建築構造物の電磁シールド性能を予測し設計できる技術として有効であると考え

られる。 

 

 第３章では、「スリット状接続部により構成された電磁シールド室の空間的な遮

へい性能の予測」を目的とした数値シミュレーションシステムの開発（以下、新シ

ステム）について述べた。まず新システムの概要を述べ、次に、その予測精度を検

証するために、スリット状接続部モデルに対する新システムによる予測値と実験値

の比較、加えて従来の虚像法による予測値との検証を行った。さらに、当該構造に

よる電磁シールド室モデルを設定し、スリット状接続部からの電波透過追跡の有無

による予測結果への影響度の計算を行い、新システムの有効性を検証した。 

 これらの検討により、下記の結果を得た。 

（1）新システム予測値と実測値とは良好な整合性がみられ、適切な条件設定を行

うことで、電磁シールド空間の遮へい性能予測法として高い精度が確保できる。 

（2）新システムと従来の虚像法との比較においても、新システムが高い予測精度

と実用性を有している。 

（3）スリット状接続部で構成された居室に到来する外来ノイズの、対象室内での

電磁環境の予測において、新システムではスリット状接続部からの影響度を空

間として適切に評価できる。 

 第2章における構造としての遮へい性能の体系化に続き、本章の検討結果は、遮
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へい空間としての実用的な性能予測、設計技術を導出できた点ににおいて有効であ

ると考えられる。 

 

 第４章では、第２章で示した「つば付き接続、導通状態」が、材料間の高い圧着

性能により「スリット状構造からの漏洩状態とはならない」という知見を基本とし

て、スリット状接続構造の電磁シールド性能の向上化を目指した改良仕様（図4-1

参照）に対する性能の検証実験を行い、そのうちの最も性能の向上化が見込める構

造を対象として、その実用化に関する検討を行った。 

 これらの検討により、下記結果を得た。 

（1）ワッシャーの挿入、内側折り曲げ、折り返し（小）、溝加工（両側）、ステ

ープル材（スリットに平行）の構造において良好な改善効果が認められた。こ

のうち、折り返し（小）が最も高い改善効果を示した。 

（2）折り返し（小）構造を実際の施工現場に展開するための手段として、長方形

の板状材料の適切な事前加工、施工方法、手順および施工管理上の注意点を明

らかにした。 

（3）「折り返し（小）」の十字目地構造においても良好なSEを示した。 

 本検討では、スリット状接続の電磁シールド性能向上を目的とした簡易的な改良

技術の提案と、その実用化に関する提案を行った。実用化構造は実際の施工現場へ

の導入が可能であり、スリット状接続構造の改良構法として有効である。 

 

 以上、本論文では、現実的に多くの低～中程度の電磁シールド性能が必要とされ

る施設において用いられつつも明確にされていない「材料間のスリット状接続構

造」の遮へい性能の把握に基づく定式化を行い、これを基に当該構造により構成さ

れる電磁シールド室空間の遮へい性能予測技術を開発した。さらに、当該構造の遮

へい性能の向上化技術について検討し、効果的かつ現実的な改良構造を見出した。

性能予測方法の体系化（定式化）、予測システムの開発、実用的な改良構造の提案

は、対象となる建築物の計画、設計、施工の各分野のみならず、経済性（費用対効

果）をも加味した技術である。 

 今後、当該技術の実用に際して、性能予測値と建設後の測定値との比較による現

状の確認と問題点の把握、予測精度の向上に加え、電磁シールド室に一般的に設置

されるシールド扉（扉枠と周辺の壁、扉枠とシールド扉本体）、シールド窓（窓枠

と周辺の壁、窓枠とシールドガラス面）、換気口等の貫通部と、壁や天井等の電磁

シールド面との取り合い部の性能把握による当該予測技術への導入による、より総

合的な設計施工技術としての展開が必要である。 
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